


� 窓 を 開 け れ ば

　4年前、日本銀行から日立総合計画研究所に転身してしばらくの間「日銀のようなお役所に

比べて民間はいかがですか」という質問をよく受けた。質問の趣旨は、〈官〉に比べて〈民〉の居

住性はどうか−ということだろう。

　確かに日銀は国の行政運営に関係する認可法人なので職員は「みなし公務員」。お固いお役

所的な半官半民的存在である。しかし、私も関与した日銀法改正で1998年から発足した新生

日銀は〈独立性〉とともにその担保としての〈透明性〉が付与されてからというもの、性格も雰

囲気も次第に変わってきた。

　私が副総裁として手がけた仕事は、世間の常識と良識の新風を日銀内に取り入れ、半面日

銀の政策を広く世の中に理解してもらうよう説明責任を果たす−という「開かれた日銀」を目

指す双方向のコミュニケーションだった。もちろんその中には日銀内部の意識改革を促す

「内なるコミュニケーション」も含まれる。

　そうした内外コミュニケーション改革に努力した結果、従前は「銀行の中の銀行」たる“金

融の法王庁”として金融界を睥
へいげい

睨し、天上天下唯我独尊的な存在だった日銀は、新法下では世

の中（企業と家計）にもマーケット（金融市場）にも開かれた中央銀行に変わりつつある。

　私がなぜ日銀改革に従事したかは、日銀入りする直前の仕事だったジャーナリズムと密接

な関係がある。時事通信社・解説委員長だった私は、金融制度調査会で日銀法改正について

意見を求められた際、長年にわたる金融取材の体験から「あれはダメ、ここを直せ」・・・と具

体的改革案を示し“開かれた日銀”論を展開した。

生涯一ジャーナリスト生涯一ジャーナリスト
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�窓 を 開 け れ ば

　ジャーナリストは、“いつでもどこでもだれとでも”コンタクトできるユビキタス的自由業

である。もちろんマスコミとはいえ、一企業に所属する社員であるからには「組織と個人」のル

ールは守らなければならないが、その範囲内ではかなり自由に活動ができる。

　したがって日銀法改正問題でもかなり自由奔放、歯に衣
きぬ

着せずに率直に意見を開陳したの

だが、まさか「まず隗
かい

より始めよ。そう言うあなたが日銀に入って改革事業に率先してすべき」

という白羽の矢が飛んで来るとは夢想だにしなかった。

　さて、その日銀から日立総研に入って4年が過ぎた。振り返って冒頭の日立総研の居住性に

関する質問に対する答えだが、私の感想は「住めば都」である。それが安易過ぎる表現なら、シ

ンクタンク・日立総研の居心地は、個人的活動が比較的自由だった新聞記者時代と、法律や

規制の制約が大きかった日銀時代の〈中間〉とでも言おうか。

　実は、〈中間〉という評価は、「組織と個人」論から言えば、かなり良い線を行っているのでは

あるまいか。現代は「自由と放縦」や「規律と統制」の区別が極めてあいまいな世の中。その中

にあって日立総研は〈自由〉と〈規律〉の間に適正なバランスが保たれていたと思う。

　いずれにせよ、これまで私はマスメディア（36年＝報道）→中央銀行（5年＝広報）→シンク

タンク（4年＝調査）の45年間、極めて恵まれたジャーナリスト生活を送ることができた。第一

線から退くに当たり幸せを実感するのは、各分野を通し一貫してコミュニケーションを主業

としてきたことである。その意味では〈生涯一ジャーナリスト〉の初志を貫徹することができ

た満足感に浸っている。

（株）日立総合計画研究所
取締役社長

藤 原  作 弥
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特集

株式会社インド・ビジネス・センター
代表取締役社長

島 田  卓

（しまだ　たかし）1948年埼玉県生まれ。1972年明治大学

商学部卒後、東京銀行入行。本店営業部、ロサンジェルス支

店、大阪支店等を経て、1991年2月よりインド・ニューデリ

ー支店次長、1995年6月東京銀行アジア・オセアニア部次

長、1996年4月東京・三菱銀行アジア・オセアニア部次長、

1997年2月同行を退社し、同4月（株）インド・ビジネス・セ

ンター設立、代表取締役社長に就任。主著に『トヨタとインド

とモノづくり』（日刊工業新聞社）『インドビジネス−驚異の

潜在力』（祥伝社新書）『超巨大市場インドの全て』（ダイヤモ

ンド社）などがある。岐阜女子大学客員教授、中小企業基盤整

備機構アドバイザーも務める。

台頭するインド経済の展望

C O N T E N T S

1 1991 年インド経済自由化の意味

� インドの大統領が描いた 2020 年

� 1998 年インド核実験後の経済成長とインド企業の国際化

� 国際企業の主戦場となったインド

5 アジアの中のインドから世界のインドへ

1 1991年インド経済自由化の意味

　1947 年の独立以来、インド政府は農業と工

業分野への投資を中心とした計画的な近代化

に向けスタ−トを切った。主たる目標は、食料

と工業生産の自給／独り立ちである。独立後

のインド経済は、不十分な資金力、天候に大き

く左右される農業生産、止まらぬ人口増加、悪

化する外部状況（1962年の中印紛争、1965年・

1971年の印パキ戦争、1973 年・1979年の石油

ショックなど）にもかかわらず、1980 年ころ

までは比較的順調に運営が計れており、この

間のインド経済成長計画は、官民混合経済発

展モデル（マハラノビス・モデル）として開発

途上国にとっての見本となった。

　その後 1980 年にかけ、農業の生産性と生産

高の上昇を目的とした「緑の革命」が進展する

一方で、工業生産は年率 4.3% にまで落ち込む

という、斑色の展開となった。その過程で、上

述の外的要素に起因する諸問題、すなわち石

油ショックによる原油価格の高騰を主因とし

た国際収支問題が徐々に頭をもたげる一方、

干ばつによる農業生産の一時的落ち込みや、

軍備支出・社会福祉政策への出費がかさみ、

政府支出を大幅に押し上げることになる。そ

して、それらを放置した結果、インド政府は

徐々に借入により財政の赤字を穴埋めすると

いう、このましからざる体質に陥っていった

のである。

　その結果として、1980 年度末に 206 億ドル

であった累積対外債務は同 1980 年代の終り

には国民総生産（GNP）の 24% にもなる 750 億

ドルへと膨れ上がっていき、ついには 1991 年、

独立以来最大の経済危機（外貨不足）を迎える

ことになる。この経済危機は、2 週間の輸入を

賄う程度という戦後最低の外貨準備高（約十

億ドル）と 20% に近づく高率インフレという

形で現れ、インド政府は底流にある問題とし

て以下の点を明らかにした。

■国内生産（GDP）の 8.4% という巨額の財政

赤字

■GDPの54.6%という公的債務

■ 約 百 億 ド ル（GDP の 3.5%、年 間 輸 出 額 の

44%）という大幅な経常収支赤字

■容認水準を超えた対外債務残高（対 GDP 比

41.1%）

　この危機を乗り越えるためにインド政府

（当時のナラシマ・ラオ首相）が1991年7月に

実施したのが市場重視型の経済改革であり、

マクロでの経済安定と構造調整に主眼が置か

れ、 いわゆる“新 経 済 政 策（NEP=New 
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Economic Policy）という表現が使われている。

この NEP の実施は、インドが 1947 年の独立以

来拠って立ってきた社会主義的計画経済から

脱却し、自由経済体制に入るという、歴史的に

みて非常に重要な意味を持つ。

　その結果、インドの経済成長率（GDP: 国民

総生産）は 1991 年度に 0.9% であったものが

2006 年 度（2006 年 4 月 − 2007 年 3 月 ）では

9.2%（予想値）にまで大きく回復しており、外

貨準備高に至っては、1991年の10億ドル水準

から 2007 年 3 月末の約 2,000 億ドルと、200 倍

の驚異的回復を示した。

　これらのマクロ指標を見る限り、インド政

府は自国のマクロ経済の安定と経済成長力の

回復にかなりの成果を収め得たといえる。ま

たそれは投資環境の改善にも繋がり、その証

左として、2億から3億ともいわれる中間所得

者層をタ−ゲットに、また相応の技術力を有

し、英語を共通語とする廉価な労働力を求め、

良く知られた優良国際企業のインド進出が続

いているという事実が上げられる。

� インドの大統領が描いた2020年

　「経済発展は貧しい人にもその恩恵が及ば

なければならない」、インドのカラム大統領が

今年の 2 月 23 日、2007 年度の国家予算を審議

する国会初日の冒頭演説で述べた言葉である。

そのカラム大統領がまだ大統領になる前、「イ

ンド・ミサイルの父」としてインド国防大臣

の科 学 顧 問 を務 めていた今 から約 9 年 前 の

1998 年に、総勢 500 人に上る専門家を動員し

て 2020 年までにインドが先進国の仲間入り

をするために必要なことを調べ上げて分析し、

それに基づく提言を 1 冊の本にしている。題

名は「INDIA 2020」で、考えられうるあらゆる

産業分野を分析し、まずインドの先進国入り

は可能という仮説を立て、そのためになすべ

き具体的アクションを示した本である。

　その本のなかでカラム博士は、「2020 年ま

でに、いやそれ以前にインドが先進国入りす

ることは決して夢ではない。それはインド人

がただ単に心に描くビジョンであってはいけ

ない。それは我々皆で達成すべきミッション

なのである」と明言している。

　カラム博士がインドの先進国入りを果たす

前提条件として提言したのは次のようなもの

であった。まず他国に学ぶところから説き起

こし、インド経済成長の鍵を握るのは農業問

題であると喝破している。神頼みならぬ、雨頼

みの農業の出来不出来でインドの経済成長は

数パーセント違ってきてしまう。そういった

外部的要因を排除し、農産物の加工技術を上

げ、バイオなども織り込んだ先端技術の導入

を進める。次に、インドが保有する豊富な金属

素材に言及、ミサイルの開発などに欠かせぬ

カーボン・ファイバーなどの技術開発推進の

重要性を指摘している。そして次は、急速に成

長を遂げているインドの化学産業で、その発

展とともに環境問題にまで踏み込み、いかに

人口大国であるインドの環境への配慮した開

発が重要かにも触れている。

　四番目として、製造業と IT（情報産業）の融

合を説く。人口の半分を若者が占め、毎年 1 千

万人以上の労働力が生まれてくるというイン

ドにあって、製造業基盤整備は雇用造成の観

点から早急に対応すべき課題であり、その推

進のため、インドが得意とする IT 技術とモノ

づくりとの融和が提言されている。近代技術

の IT と雇用造成の核となる製造業が補完関

係を築けば、鬼に金棒である。その可能性がイ

ンドにはあり、それを成し遂げる必要がある

という。

　それ以外にも、恵まれた人的資源を活用で

きる金融、観光、マーケティング、人材開発や

コンサルティングなどのサービス産業、カラ

ム大統領自らが力の力学を説いているように、

自国の安全保障確保の観点からは、自国で消

費する原油の 3/4 を輸入に頼る体質からの脱

却、すなわち代替としての核技術開発関連産

業の発展。そして、公衆衛生の改善などが上げ

られ、最後にインフラ問題を取り上げている。

インド躍進の鍵は、劣悪なインフラ状況の解

決が握っていると言っても過言ではなく、カ
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ラム大統領が描く「強固なインド」の実現は覚

束無い。すなわち、すべての問題が相互に依存

しているからである。電力や飲料水、道路網、

そして河川の整備や IT ネットワーク網の構

築など、ベースとなるインフラ整備の重要性

が訴えられている。

　以上、インドの課題の列挙にもなったが、裏

返せば、そこに大きなビジネス・チャンスが

埋もれているとも言えよう。すべての課題が

インド一国で成し得るわけは無く、そこには

国際間の協力と外国資本（民間企業）の介在が

自ずと必要になってくる。日本の企業も、この

辺をよく理解し、インドとの取り組みを考え

る必要がある。

� 1998年インド核実験後の経済

成長とインド企業の国際化

　カラム博士が「INDIA 2020」を発表したの

が 1998 年で、インドが核実験を行った年に重

なった。同年インドは、日本を始め主要先進国

から経済制裁を受け、その後数年間、自国経済

成長の一時的足踏みを余儀なくされ、それか

ら約 9 年が経った。その間インド経済は予想

以上に大幅な進展を遂げている。当時 6％程

度だった経済成長は 9％を超え、約 260 億ドル

だった外貨準備は 2,000 億ドルに迫ろうとし

ている。納税者も当時の 1 千 2 百万人から約 3

倍の 3 千 5 百万人になり、税収もほぼ同様に

1.5 兆ルピーから 4.4 兆ルピーへと約 3 倍に増

加。外資流入に至っては、1993 年から 1997 年

の 5 年間の累積が 70 億ドルであったものが、

昨年だけで既に80億ドルに達している。

　今年 4 月に始まった、インド政府の第 11 次

五カ年計画では期間中の年平均経済成長率を

9％に設定、最終年度（2011年4月−2012年3月）

では 10％成長を達成させるとしている。しか

し、IMF や世界銀行など世界の主要機関の見

通しはインド政府の予測より若干慎重で、お

おむね8％台となっている。

　インド政府はまた、国際競争力強化の観点

から自国の優良企業の対外進出も支援してお

り、増 大 する外 貨 保 有 高 を武 器 にした海 外

M&A（企業の合併・買収）にも積極的だ。昨年

のインド企業による海外 M&A の金額が、外

資によるインド企業への投資額を上回ったと

もいわれる。今年に入ってもインド企業によ

る大型買収案件が相次いでおり、筆頭はイン

ドを代表する財閥タタグループのタタ製鉄で、

英蘭コーラスを 70 億ポンドで買収、1 兆 5 千

億円を越える買い物である。次いで、アルミ圧

延大手のヒンダルコ・インダストリーによる

世界最大手米ノベリスの買収（60 億ドル）が

続き、今後もインド企業の海外進出と国際化

は急激に進むものと思われる。

� 国際企業の主戦場となったインド

　巨大な消費市場を抱えるインドに対し、国

際企業の投資が加速している。現在中心とな

っている投資先は耐久消費財の自動車や家電

製品、そして IT（情報技術）や通信分野である。

自動車産業には、ほぼ世界のトップ・プレイ

ヤーがインド進出を果たしており、発表にな

ったインド投資のうち日本勢だけでも、スズ

キの 2010 年百万台体制に向けた 2,250 億円の

資本投下を筆頭に、ホンダ（2016 年までに 810

億円）やトヨタ（2010 年までに約 500 億円）と

勢いづいている。

　IT 分野では豊富な人材活用を狙い、IBM が

2009 年までに 60 億ドルの投資を行うことを

訪印したパルミサーノ会長自らが表明、その

他 SAP や Google の各 10 億ドルなど、1 千億円

を超える大型投資が発表されている。通信で

は、月間加入者数が 6 百万人を超える携帯電

話関連の投資が加速しており、モトローラや

ノキアといったところが 100 億円から 200 億

円の投資を行い、ボーダホンはインド携帯 4

位のハチソン・エッサールを約 130 億ドルで

買収、20 億ドルを追加投資し、関連通信イン

フラの整備に当てるとしている。

　これら以外でも、三菱化学のペットボトル

原料テレフタル酸製造工場への追加投資約

400 億円や、ウォルマートに代表される小売

業のインド進出など、あらゆる分野への国際
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企業のインド進出に拍車が掛かってきており、

今やインド市場は国際企業の主戦場の様相を

呈してきている。

5 アジアの中のインドから

世界のインドへ

　インドやパキスタンなど八カ国で構成する

南アジア地域協力連合（SAARC: South Asian 

Association for Regional Cooperation）の首脳会

議が 4 月 3 日、ニューデリーで 2 日間の予定で

行われた。日本からはオブザーバーとして麻

生外務大臣が出席した。同会議でインドのマ

ンモハン・シン首相は、「現在、南アジアでは

かつてない経済と政治の変革が起こっ てい

る」と述べるとともに、「南アジアが一つにな

り、繁栄と協力、そして平和と開発を成し遂げ

ていくべきときが来た」と語った。

　シン首相は同時に、南アジアの隣国に対し

インド市場への自由なアクセスを保障するた

め一部加盟国からの輸入品に対する関税を年

内にも撤廃する方針を明らかにするとともに、

輸入品のネガティブリスト記載品目数の削減

も明言した。その上、関税免除対象国には同様

な反対給付を要求しないとしている。インド

政府は昨年 7 月、南アジアの低開発国からの

輸入品目 380 についての関税削減をしており、

南アジア貿易協定（SAFTA）の盟主としての

地固めに出たものと思われる。

　それに先立つ今年 1 月、フィリピンのセブ

島で行われた東南アジア諸国連合（ASEAN）

首脳会議にインドも参加、マンモハン・シン

首相は ASEAN 諸国の首脳と相次いで会談を

持ち、着々と東アジア進出への布石を打って

いる。

　それとともに、世界の列強国首脳との会談

も相次いでいる。昨年 3 月には米ブッシュ大

統領が訪印、困難と思われた民生用核技術の

供与を確約し、同11月には10年ぶりとなる胡

錦涛中国国家主席の訪印が実現している。国

境問題など、政治的懸案事項はあるものの、発

展途上国の中ではずば抜けた経済力を持つ両

国の友好関係を内外に示し、先進国への牽制

に使っている。

　この印中に資源外交などでアプローチして

いるのがロシアである。インドは毎年 1 月 26

日の共和国記念日（憲法発布日）に大規模なパ

レードを行う。その際、外国の元首をゲストに

招くが、今年はロシアのプーチン大統領であ

った。前日の 25 日には印ロ首脳会談が行われ、

戦略的協力を約すとともに、ロシア側による

インドの既存の基地への原子炉 4 基の建設と

新規原発建設への協力にも合意している。

　以上見てきたように、巨大な国土と優秀な

若年労働力を持つ未成熟なインドが、高頭脳

による知的生産活動と若年労働力をベースと

した製造活動を両立させた暁には、世界有数

の経済大国になっているであろう。それもそ

う遠くない時期に。そのときになって、あわて

て「インドが有望」などといっても、日本の専

売特許である「too late（遅過ぎ）」になってし

まう。そうならないためにも、インドとインド

経済に対する正しい認識と、それに基づくビ

ジネスへの取り組みが求められている。
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つ」（洋泉社）など。

インドの高成長を支える 3 つのエンジン

C O N T E N T S

1 はじめに

� 盛り上がる個人消費

� 外国企業のインド進出が加速

� 躍進する IT 関連産業

1 住まい・街づくりの変化

　かつてのインドは成長の遅れた国、世界経

済の発展から取り残された国とみなされてい

た。実際、インドの経済成長率は高いときでも

5％台がようやくで、周辺諸国からは、発展途

上国にしては成長率が低いという意味を込め

て「ヒンズー成長率」と揶揄された。

　ところが、21 世紀に入って、インドは他国

が目をみはるような急速な経済発展を遂げる

ようになった。2005 年度の実質経済成長率は

前年度比 9.0％増、2006 年度も同 9.2％増の高

成長を達成したとみられる。周辺諸国と比べ

ても突出した成長スピードである。インド準

備銀行（中央銀行）のモハン副総裁は、インド

が 2007 年度以降も 9％台の成長を維持すると

自信満々に発言しており、2007 年度には経済

規模が 1 兆ドルを突破する見通しだ。現在 10

％の高成長を続けて躍進するライバルの中国

を成長率で追い越すのは時間の問題ともいわ

れている。

　いったい何が現在のインドの高成長を支え

ているのか。本稿では、最近のインドの高成長

を支える 3 つの要因について詳しく紹介した

い。

� 盛り上がる個人消費

　高成長のけん引役のひとつは個人消費だ。

総勢 11 億人を超える人口のなかから、購買力

のある富裕層やニューリッチ層が台頭して、

旺盛な消費を行っている。年収が 9 万ルピー

を超える中間所得層以上の世帯は 1985 年度

には全 世 帯 の 9.5 ％ にすぎなかっ たが、01 年

度には 28.0％のシェアを占めるまでにいたっ

た。日本円に換算すると、年収わずか 20 万円

程度だが、インドでは物価水準も相当低いの

で、実質的な購買力は非常に高い層といえる。

　今後も人々の所得水準の上昇は続くと見ら

れることから、中間所得層は 07 年度には全体

の 40.1％と 4 割を超える水準になり、さらに

2010年度には46.5％に達すると予測される。

　購買力のある中産階級の台頭は、自動車や

家電など比較的単価の高い耐久消費財の爆発

的な普及につながる。かつての日本において

も、中間所得層が台頭した 1960 年代に三種の

神器（テレビ、洗濯機、冷蔵庫）が一気に普及し

た。現在、海外の自動車メーカーや家電メーカ

ーはインドの中間所得層の需要拡大を期待し

て、積極的に現地生産を展開しているところ

だ。
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　最近では携帯電話の市場が急拡大している。

06 年末時点における携帯電話の累計加入者

数は 1 億 4,950 万人。05 年末時点（7,594 万人）

に比べてほぼ2倍の水準に膨らんだ。

　インドの携帯電話市場は、まだ導入段階に

あり、人口規模の大きさや潜在成長率の高さ

などを考慮すれば、中長期的な成長余地は非

常に大きい。

　将来、インドの携帯電話市場はどれぐらい

の規模に膨らむのか。日本の携帯電話の普及

パターンや国際連合による将来推計人口（中

位推計値）などを参考にして、インドにおける

携帯電話普及率と累計加入者数の将来予測を

行ってみた。

　携帯電話市場は、07 年には加入者数が 2 億

人を突破し、2010 年末には普及率が 35.2％、

累計加入者数が 4 億 1,260 万人となる。さらに

2015 年には普及率が 58.3％、累計加入者数が

7 億 2,690 万人に到達する。2025 年には、市場

が成熟段階に入り、普及率は 82.1％、累計加入

者数は11億2,460万人となろう。

� 外国企業のインド進出が加速

　もうひとつの成長のエンジンが外国資本の

積極的な導入である。インドへの直接投資額

は、ここ数年急増しており、2006 年度は前年

比 66.1％増の 128 億 2,800 万ドルに達したと

みられる（図表1）。

　インド政府は経済が

行 き詰 っ た 1991 年 に

国内産業を保護するそ

れまでの政策を 180 度

転換し、外国企業によ

る直接投資の規制緩和

を段階的に進めてきた。

近年は政府や産業界の

間で、外資の導入が競

争を促し、技術水準の

向上にも寄与するとの

認識が広まり、規制緩

和の動きが一段と加速

しつつある。

　2002 年 2 月、インド商工省は直接投資の認

可制度を、それまでの個別認可方式からネガ

ティブ方式へと変更した。これにより、原則と

してネガティブ・リストに載っている業種（個

別に出資比率上限規制・ガイドラインがある

業種）を除いて、外資出資比率 100％までの直

接投資が自動認可されることとなった。

　さらに、2004 年に誕生したマンモハン・シ

ン新政権は、様々な業種における外資への国

内市場開放を公約として掲げている。シン政

権は、通信や金融・保険などネガティブ・リ

ストの業種についても、段階的に出資比率の

上限緩和策を進めており、2005年から2015年

までの間に 1,500 億ドルの外資を導入する方

針だ。

　最近の動向をみると、04 年 10 月には、航空

分野の規制緩和を実施した。資金不足に苦し

む国内の民間航空会社を救済することを目的

として、外国企業が所有できる国内線企業の

株式の割合の上限を従来の 40％から 49％に

引き上げた。また 05 年には、電気通信や銀行、

建設・不動産の分野でも外資規制緩和策を実

施している。まず 2 月に、電気通信分野への外

国資本出資比率の上限緩和策を発表、従来 49

％にとどまっていた出資比率の上限が 74％

まで一気に引き上げられた。同年 3 月には、銀

行部門で、外国銀行が支店を 100％子会社に

図表1　�インドへの直接投資額�
（出所）インド準備銀行資料より作成
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することが認められた。

　さらに同年 3 月、不足気味の住宅や商業施

設を拡充することを目的として、建設・不動

産の分野でも 100％の外資出資が認められた。

　

　シン首相はまだ外資の参入が認められてい

ないスーパーなど一般の小売業についても、

今後外資の進出を認める方向で検討をしてい

るが、インドの小売業の 95％は、中小零細の

家族経営である（家族経営の小売店は1,200万

店）。外資への市場開放によって、国内雇用が

大幅に悪化し、大量の失業者を出す恐れもあ

る。シン首相は国民会議派であるが、国民会議

派と連立政権を組んだ左翼の共産党は、小売

分野の外資解放は大量失業を招くとして、規

制緩和に対して反対の姿勢を表明している。

　外国企業は、急成長が見込める一般の小売

分野の外資開放を強く望んでいるが、外資開

放の時期はほかの業種に比べると少し遅くな

りそうだ。

　さらに、インド政府は、外資誘致の切り札と

して、これまで中国が行っていたような経済

特区（SEZ）の開設を積極的に進めている。特

区に進出した外国企業については、ネガティ

ブ・リストに関係なく 100％の出資を認める。

税制面での優遇措置も大きくなっている。物

品税やサービス税が全額免除となるほか、法

人税についても特区への進出後、5 年間は全

額免除される。インド政府は、経済特区開設の

効果によって、3年間で外国投資が1兆ルピー

（約227億ドル）増加するとにらんでいる。

　しかし、この経済特区構想については、最近

になって暗雲が立ち込めてきている。用地の

買収が思うように進まないというのが一番の

原因だ。

　インドでは、英国から独立した 1947 年以来、

民主主義の精神が根付いているため、国民の

権利がしっかりと保障されている。国民の権

利意識も強く、州政府が用地を取得するため

に農地などを買収しようとすれば、そこでも

ともと暮らしていた人たちの治権と衝突しや

すいという特徴がある。中国で経済特区のプ

ロジェクトが成功したのは、政府が強制的に

住民を立ち退かせることができたためといわ

れており、その点で、インドの事情は中国と大

きく異なる。

　最近、インドの経済特区構想では、農民の反

発が強くなっている。財政状態の厳しくなっ

ている州政府が不当ともいえる廉価で用地を

取得しようとしているうえ、用地売却後の農

民の雇用対策も不十分であるためだ。農地を

売却しても、入ってくるお金は一時的なもの

で、農地を奪われた農民は生活をしていくこ

とができない。将来不安を抱える農民の多く

は土地を手放したくないというのが本音だ。

　経済特区反対派の抗議行動は次第にエスカ

レートしつつあり、一部の地域では暴動にま

で発展している。州政府と農民が衝突して、死

者が出るケースも出てきている。

　中央政府は各地で頻発する抗議運動を受け

て、2007 年 1 月、承認待ちの特区については、

一時的にすべて凍結することを決めた。

　現在のインドが外資誘致路線を歩んでいる

ことは間違いないが、経済特区の開発は権利

問題などで遅れるとみられ、外資誘致政策は

これまでの中国に比べるとゆっくりとしたテ

ンポで進むことになるだろう。

� 躍進するIT関連産業

　さらに、IT や医療、製薬など最先端の科学

技術の分野で、インドの企業が世界市場を席

巻していることも見逃せない。

　サービス産業の稼ぎ頭となっているのが

IT 部門である。ソフトウエアの業界団体であ

るNASSCOMの推計によると、06年度のIT産

業の売上高は 478 億ドルに達し、94 年度と比

べて27.6倍の規模に膨らんだ（図表2）。

　IT産業のなかにはハードウエアや周辺機器、

ネットワークなど様々な分野が含まれるが、

インドの IT 産業の中核をなすのは、コンピュ

ータ・ソフトウエアの開発・販売とアウトソ

ーシング・ビジネスだ。これらの産業に属す

る企業の大宗はニューデリー、ムンバイ、バン
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ガロールといった大都

市部に集積する。IT 産

業のソフト化・サービ

ス化が急速に進むよう

になっ たのは 90 年 代

後半以降である。

　ソフトウエア・サー

ビス部門の市場規模を

輸出と国内販売に分け

てみると、輸出が高い

伸 びを示 しており、イ

ンドのソフトウエア・

サービス産業が輸出主

導で急成長をしている

様子が分かる。

　ソフトウエア輸出について仕向け地別の内

訳 をみると、06 年 度 時 点 では、米 国 向 けが

67.2％と圧倒的なシェアを占める。欧州向け

のシェアは現状では 25.2％にとどまるが、最

近ではインドと欧州の貿易面での経済関係が

強まっているため、今後は欧州向けのシェア

が高まることが予想される。

　IT 産業のなかで、今後、飛躍的な成長が期

待されるのがアウトソーシング・ビジネスだ。

先進国企業のインドへのアウトソースはすで

に 90 年代前半から始まっていたが、インドが

アウトソースの拠点として急成長するのは、

2001 年 9 月に発生した米国同時多発テロ事件

以降のことである。テロ事件を契機に、米国政

府が外国人へのビザ発給に制限を加えたため、

それまでシリコンバレーなどに出稼ぎに出て

いた優秀なインド人 IT 技術者がインド国内

へと回帰し、先進国企業からの外部受託とい

うかたちでコンピュータ・ソフトウエアの開

発、ネットワークの構築、会計事務、電子決済

サービス、人事管理などを本格的に手がける

ようになった。

　インドのアウトソーシング・ビジネス（BPO、

ビジネス・プロセス・アウトソーシング）市

場の規模をみると、03 年度が 34 億ドル、04 年

度が52億ドル、05年度が72億ドル、06 年度が

95 億ドルとわずか 3 年間で 2.8 倍の規模へと

膨らんでいる。

　また、アウトソーシング・ビジネスの雇用

者数は、04 年度の 31 万 6,000 人から 05 年度に

は 41 万 5,000 人 へ、さらに 06 年 度 には 54 万

5,000人へと大幅に拡大した。

　先進国企業のアウトソーシング先としては、

インドのほかカナダやアイルランド、イスラ

エル、南アフリカ、フィリピンなどが有名であ

るが、インドは IT 技術者の能力と賃金水準の

両面で、他のアウトソーシング先と比べて圧

倒的な競争力を持つ。インド人は、英語力に優

れているうえ、教育水準も高く、IT 職種で重

要となる理数系に強い。しかも優秀でありな

がら、1 人あたりの雇用コストは、年間わずか

5,000 ドル程度とフィリピンよりも低廉であ

り、米国技術者の最低賃金の 20％程度にすぎ

ない。厳しい国際競争とコスト削減圧力に直

面する先進国企業が、業務を人件費の安い海

外に委託する動きは、今後さらに広がってい

くと見込まれる。

　インドの IT 産業は、欧米企業の IT 雇用を奪

うかたちで、中長期的に高い成長を続けてい

くことになろう。

　こうした 3 つのエンジンを柱として、中長

期的にインド経済が大きく飛躍していくこと

は間違いない。インドは世界経済のなかで、ま

すます重要な位置を占めることになろう。

図表2　�IT産業の売上高�
（出所）NASSCOM資料より作成
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インド原子力産業をめぐる内外企業の動向

C O N T E N T S

1 原発特需がはじまる

� インド原子力産業の現況

� 外資の動き・米仏露を中心に

� 原子力の人材・技術で供給ハブを目指すインド

5 《自由と繁栄の弧》と日印原子力の未来

1 原発特需がはじまる

　2005 年 7 月に米印間で合意された米印原子

力協定と連動し、インドの原子力産業が世界

で最も有望な市場のひとつとして、注目を集

めている。同協定は現在、細目を詰める二国間

交渉の最終局面にあり、その後も、NSG（原子

力供給グループ）、IAEA（国際原子力機関）、

NPT（核拡散防止条約）といった国際機関で承

認・合意を得ることが不可欠で、実効にはま

だいくつもの紆余曲折があるだろう。しかし、

すでにその先を見越して、各国首脳と企業ト

ップはここ数年、続々とインドを訪れている。

近い将来、インドで原発特需がはじまるだろ

う。インド原子力産業の現況とそれをめぐる

内外企業の動向をまとめてみた。

� インド原子力産業の現況

　今年 4 月に原子力委員会が発表した『原子

力白書』によれば、世界で運転中の原子力発電

所は 2006 年末時点で 435 基あり、建設中の原

発が 28 基ある。このうちインドの既存原発は

16 基、建設中が 7 基で合計 23 基。運転中の原

発数では世界 9 位だが、建設中を含めるとす

でにインドは、米国（104 基）、フランス（59 基）、

日本（57 基）、ロシア（34 基）に次ぐ世界 5 位の

原発大国となっている。

　すべての国家がそうであるように、インド

の原子力産業も安全保障やエネルギー政策と

いった国家戦略と不即不離な関係にある。と

りわけインドは、1947 年の独立以来、《セルフ

リライアンス＝自主独行》を国是とし、原子力

開発でも国産化を一貫して進めてきた。原発

建設の管理主体は中央政府で、既存の原子炉

の 16 基のうち 15 基が原子力省管轄の NPCIL

（インド原子力発電公社）によって建設・運営

されている（2010 年運転予定のカラパッカン

試験用高速原型炉 PFBR だけは、政府系別会

社の BHAVINI が運営主体）。現時点では運営

管理での民間企業の参入は認められていない。

しかし、内需の拡大に伴い、電力供給の増強が

不可欠なことから、インド政府は原発による

発電容量を今後 20 年内に現状の 10 倍の 3 万

MW に増強する方針だ。そして、この実現のた

めに外資を含めた原発建設への民間参入を今

年中にも認めるものと見られている。

　インドはパキスタン、イスラエル、北朝鮮と

ともに NPT に加 盟 していない核 保 有 国 のひ

とつである。1998 年の核実験では国際社会か

ら厳しい経済制裁を受け、2002 年の印パの核

特集
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危機では外資系企業の駐在員が

軒並み一時退避を行った。それ

が 2003 年 10 月に米ゴールマン

サックスが発表した『BRICs レ

ポート』を契機に、世界で同時多

発的なインド投資ブームが始ま

り、いまでは 5 年前の国際社会

の対応が嘘だったかのように百

花繚乱の好景気が続いている。

インドを取り巻くこの環境激変

の主要因は、米国の対印戦略の

転換である。そして原子力に関

していえば、米印原子力協定が

決定的な要因となっている。

　インドは現時点で世界 4 位の

エネルギー消費国である。それ

が今 後 の経 済 成 長 に伴 っ て、

2030 年には現在の 2 倍のエネル

ギー需要が必要と見込まれてい

る。米電力企業の予測では、今後

インドがエネルギー需要に対応するためには、

少なくとも 25 基〜 30 基の大型原発の建設が

必要だという。1,000MW 級原発 1 基の建設費

が関連事業を含めて 20 億ドルとすると、その

市場規模は 2030 年までに新規建設分だけで

500億ドルを下らない。

� 外資の動き・米仏露を中心に

　インドの原子力産業への参入を目指す国は

当然ながら、この分野で主要プレイヤーであ

る米仏露の 3 カ国である。世界の原子力産業

はここ数年で合従連衡が急速に進み、主要勢

力は、①米 GE 系（日立製作所等）、②仏アレヴ

ァ系（仏フラマトム、アルストム、独シーメン

ス、三菱重工業等）③英 BNFL 系（ウェスチン

グハウス、東芝、ABB 等）の 3 勢力に収斂され

た。インドではこれらに、④旧ソ連時代から関

係が深いロシア系が加わる。

（1）米国：圧倒的な官民連携力

　インドの原子力市場参入に対する米国の官

民連携スタイルは、自らゲームのルールを提

案し、そこに他国を巻き込んでいくという同

国のビジネスモデルの典型である。

　昨年 3 月 1 日から 3 日間に及んだブッシュ

米大統領訪印の後、同 11 月末にムンバイで行

われた米印ビジネスサミットには、米国の対

外視察団としては史上最大規模の 186 社 238

人が参加した。しかも、このうち原子力産業に

関わる企業・団体は ASME（米機械工学会）、

GE、ベクテル、ブラック＆ビーチ、CH2M ヒル、

フルア社など25社に上った。

　中でも注目されるはトリウム・パワー社が

提案したトリウム活用炉技術での米印合弁

R&D 事業計画である。この提案に対して、イ

ンド側からは NPCIL（インド原子力発電公

社）、NTPC（インド火力発電公社）の政府系 2

社とタタ、リライアンスの民間 2 社が強い関

心を示した。石炭以外のエネルギー資源を輸

入に頼るインドにとって、トリウムは唯一同

国が世界一の埋蔵量を誇る資源である。しか

もトリウムの核燃料化は世界的にも注目され

ている次世代原子力技術である。これまで技

資料：International�Nuclear�Safety�Center
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術的に難しかったトリウムの核燃料化が実現

すれば、インドは自国の資源危機の解消のみ

ならず、一転して核燃輸出国になりうる可能

性も秘めている。米印原子力協定の国際的承

認を前提としつつも、米トリウム社は今年半

ば以降にもこの合弁事業を設立したい考えで、

複数の現地企業との合弁交渉を続けている。

　今年 3 月 9 日にムンバイで開催された米印

ビジネスカウンシル（USIBC）では米側の団長

として GE 国際エネルギー政策担当ディレク

ターが参加した。GE は昨年 11 月の段階でイ

ンドでの原子力発電所の建設計画を発表して

おり、次世代原発技術である ABWR（改良型

沸騰水型発電炉）と ESBWR（自然循環冷却式

受動安全沸騰水型原子炉）の対印供与を行う

方針だ。同社は現在、NTPC との合弁交渉を行

っている。この会議にはウェスチングハウス、

べクテル、PSEG、ニュークリア、USEC などが

参 加 し、NPCIL、NTPC、BHEL など現 地 各 社

との提携を話し合った。

　4 月 12 日〜 14 日には米通商代表部（USTR）

のスーザン・シュワブ（Susan C. Schwab）代表

が初めてインドを訪問した。13 日に行われた

米印通商政策フォーラムでは原子力に関する

両国の協力については新たな動きは出なかっ

たものの、4 月末には民生用原子力協力に関

する閣僚会議が米国で行われる。さらに 5 月 2

日〜 3 日には、米印共同会議が開催され、その

席上でも米印の原子力提携が主要議題のひと

つとなる予定である。

（2）フランス：アレヴァの力

　インドの原子力産業に官民共同で臨むのは

フランスも同様だ。ブッシュ訪印直前の 2006

年2月20日、シラク大統領が訪印した。印仏両

国は 9 分野での二国間協力に合意し、これら

の中には貿易、防衛などとともに、燃料用ウラ

ンの供与を含む民生用原子力分野での協力が

盛り込まれた。

　仏大統領訪印時には 30 社の企業トップも

同行し、アレヴァ T&D（Areva T&D）のフィリ

ップ・ギュモ会長も訪印した。アレヴァ T&D

は世界最大の原子力事業持株会社、アレヴァ

の送電設備部門会社で、これまでアジア市場

では中国から原子力事業を多数受注してきた

実績を持つ。同社は 2009 年までの 3 年間で売

上倍増を目標としており、その重点市場にイ

ンドをあげている。今年 4 月にはグジャラー

ト州での変圧器工場建設とベンガルールとチ

ェンナイに新たな事業拠点を設立する計画を

発表した。同社は今後 3 年間で 9,300 万ドルの

対印投資を行い、インド事業の強化を図る。こ

れによりインド事業が同社の海外売上に占め

るシェアを14％まで高めたい考えだ。

　欧州全体の動きとしては、EU 委員会が今

後 5 年間（07 年〜 13 年）で 4 億 7,000 万ユーロ

の対印支援を行う計画である。このうちの 3

分の 1 は原子力を含むエネルギー、通信部門

に投じられる。EU とインドは 2006 年に戦略

的パートナーシップ強化で合意しており、今

年 11 月にはデリーでインド EU サミットを行

う予定である。

（3）ロシア：旧ソ連時代からの実績

　一方、印露関係では、2005 年 12 月にシン首

相がロシアを訪問、今年 1 月 25 日にはプーチ

ン大統領が訪印し、両国はインドの原発 10 基

の建設にロシアが協力することで合意した。

すでにロシアは今年稼動予定のタミルナドゥ

州クダンクラム原発に 1,000MW の VVER（加

圧水型軽水炉）を 2 基供与している。ロシアは

同原発に新たに 4 基の原子炉を供与し、さら

に 6 基の原発建設に協力する。こうした原子

力関連事業は、政府系ウラン供給会社のテク

スナブエクスポートと原発機器輸出会社のア

トムストロイエクスポルト（ASE）を通じて行

われている。ロシアは今年 2 月、カザフスタン

と共同で国際ウラン供給センターを設立する

ことを決定したが、こうした核燃料でも対印

輸出を強化すると見られている。

　インドの原子力産業への参入を表明してい

るその他の国としては、原子炉供与で旧くか

ら関係を持つカナダ、ウラン輸出で豪州、相互

協力でルーマニアなどがある。特に豪州は米
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印原子力協定の実効を前提としながら、すで

にハワード首相が燃料用ウランの対印輸出の

意向を表明している。

� 原子力の人材・技術で供給ハ

ブを目指すインド

　米仏露を中心とした各国の動きに呼応して、

インドの企業各社はどのような戦略を立てて

いるか？　それは、①外資との合弁連携を通

じて、先進技術を習得し、②将来的にはインド

が技術・人材面で世界の原子力産業の供給ハ

ブになることである。

（1）BHELとNPTC：政府系企業の新規参入

　現地の巨大企業の中には、外資との合弁連

携で、原子力産業に新規参入を図る動きが進

んでいる。

　例えば、BHEL（バーラト重電会社）は今年4

月初旬にアルストム、シーメンスの仏独重電

連合から 800MW の最新重電機器製造に関す

る技術移転を受けることで合意した。同社は

インド最大の政府系重電メーカーで、従業員

約 43,000 人。社内には 30 の製造グループを有

し、ボイラータービン、変圧器、交通輸送機器、

通信、新エネルギーなど 180 超の製品を開発

生産してきた実績を持つ。火力、水力を中心に

同社はこれまで累計 9 万 MW の発電機器を納

入し、クダンクラム原発では 1,000MW のター

ビン生産を担当した。2006年度の売上は 40 億

ドル。純益は前年比 42％増の 238 億 5,000 万ル

ピー。2006 年末までの受注総額は 5,500 億ル

ピーで、その半分超の2,772億ルピーを電力部

門が占めている。2011 年度までに売上 100 億

ドルを目標としている。

　火力発電事業の政府系企業である NTPC

（国営火力発電会社）も4月6日、原子力発電事

業への参入を発表した。2012年〜17年の間に

原子力部門だけで 2,000MW の電力を供給す

る計画で、その後数年を含めて計 6,000MW 分

の原発建設を行いたい考えだ。同社の現在の

全電力部門での発電能力総量は 26,000MW だ

が、これを 2012 年 までに 5 万 MW、2017 年 ま

でに 7 万 5,000MW を目標とする。そのために

原子力と同時に水力発電にも参入する。

　民間企業ではリライアンス（リライアンス

エナジー＝ REL）とタタ（タタパワー＝ TPC）

の二大財閥傘下の電力企業が原子力事業への

参入を検討している。リライアンスは米 GE

や露アトムストロイエクスポルトなどと合弁

交渉を進めている。タタは原子力とは明言し

ていないものの、重電事業全般で日立、東芝、

三菱重工の日系 3 社と合弁連携の可能性を模

索中である（『Economic Times』4月3日付）。

（2）L&T：原子力事業での民間草分け

　原子力技術の国産化を進めてきたインドは、

原子炉設計から主要機器の生産まで、かなり

の国産化をすでに達成している。インドには

現在、13 基の PHWR（加圧重水炉）がある。こ

のうち 8 基は自国で設計・開発された。FBR

（高速増殖炉）も自国で設計開発を行っている。

　原発の開発、建設、保守管理に関わったイン

ド人技術者の中には核燃サイクルの全過程を

熟知した人材もおり、PHWR の保守管理に関

してインドは世界でも有数の人材の宝庫であ

る。ソフトウェア産業と同様に、インドの原子

力技術者はコストと能力の両面で国際的に優

位性を持っている。

　インドは PHWR 技術に通じた技術者を機

器とセットで、韓国、カナダ、ロシアへの人材

派遣を計画している。また、インドは世界第 2

位の重水製造大国であることから、1996 年に

は韓国、2003年には中国、今年2月には米国の

スペクトラ・ガス社に重水を輸出した実績を

持つ。原発の部品では現在、ハイデラバードの

核燃料コンプレックス（NFC）が開発生産した

ジルコニウム製シームレス・カランドリア管

（核廃棄物処理輸送管）の輸出をカナダと交渉

中である。

　こうした技術やスキルは、原発運営主体で

ある NPCIL が現地の民間のエンジアリング

企業に業務を切り分け、アウトソーシングす

ることで蓄積されてきたものである。

　民間企業の中では、L&T（ラーセン＆タゥ
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ブロ）がその草分け的なエンジニアリング企

業である。同社が原子力事業に参入したのは

1970 年。当時はマドラス原発（MAPS）のター

ビン建造物の建設を請け負った。その後も国

産原発建設計画のすべてに参画し、いまでは

カランドリア、原子炉容器、原子炉を遮蔽する

エンドシールド（軸遮蔽）、エンドシールドリ

ング、冷却材流路建設、サーマルシールド（熱

遮へい体）といった部品・施設の製造建設を

行ってきた。原発施設の設計、プロジェクトマ

ネジメント、機器装備・運転に関わる様々な

ノウハウも豊富で、新型機器、部品、システム

の導入に関しても定評があるという。

　ちなみに L&T は 4 月 17 日、三菱重工と合弁

で石炭火力発電所向けボイラーの生産・販売

会社、L&T MHI ボイラー社を 2008 年春中に

も設立することで合意した。両者はこれまで

も火力発電機器で技術提携を行っており、今

表　�インド電力・エンジニアリング系主要企業の業績（2005年度実績）�
出所：『Business�World』(2007年3月5日号)「The�BW�Real�500」を基に筆者作成

総資産 
（億ルピー）

売上高 
（億ルピー）

純益 
（億ルピー）

純益成長率 
（前年度比％）

▼電力

National Thermal Power Corp (NTPC) 6,559.6 2,614.2 582.5 0.0%

Nuclear Power Corporation (NPCIL) 2,810.4 56.7 168.3 -1.2% 

National Hydroelectric Power Corp (NHPC) 2,348.2 166.7 74.2 8.2%

Reliance Energy 1,207.5 397.6 64.2 37.2%

Tata Power Company 831.0 460.8 47.2 23.3%

Neyveli Lignite Corporation 928.5 220.1 60.3 -50.1%

Rajasthan Rajya Vidyut Utpadan Nigam 677.1 348.6 0.0 0.0%

CESC 615.8 255.6 17.8 20.9%

Torrent Power 354.2 383.1 18.6 0.0%

North Eastern Elec. Power Corp 491.6 83.9 19.8 0.8%

North Delhi Power 165.2 167.2 11.2 98.2%

Dakshin Haryana Bijli Vitran Nigam 80.9 218.3 -3.8 79.4%

Gujarat Industries Power Co 153.2 75.6 11.4 10.7%

Jaiprakash Hydero-Power 178.4 29.4 7.8 54.1%

GVK Industries 135.1 28.3 14.0 176.8%

▼エンジニアリング

Bharat Heavy Electricals (BHEL) 785.9 1,344.2 167.7 74.1%

Larsen & Toubro (L&T) 609.3 1,473.9 86.4 25.2%

Hindustan Aeronautics (HAL) 353.5 534.1 77.0 53.9%

Suzlon Energy 315.7 378.8 82.1 121.6%

Siemens 108.9 449.6 35.7 45.4%

Bharat Electronics (BEL) 205.1 350.0 58.2 25.4%

ABB 90.6 296.3 21.8 42.6%

Crompton Greaves 78.6 254.1 16.7 52.6%

Bharat Earth Movers (BEML) 90.4 205.6 18.6 6.6%

Cummins India 79.3 147.8 17.4 28.9%

Kiroskar Oil Engines 78.5 139.4 11.7 55.3%

Thermax 47.8 148.8 12.6 104.5%

Engineers India 95.0 79.2 14.3 21.4%

Alstom Projects India 31.4 94.5 4.5 21.9%

Areva T&D India 22.9 86.9 3.9 36.4%
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後、原子力発電事業での協力も模索している

ようだ。また、現地報道（『Business Line』紙 3 月

10 日付）によれば、L&T は東芝と合弁で国内

原子力発電事業への参入を検討中だという。

両社は火力発電事業でも提携交渉を行ってお

り、今年中にもなんらかの決定がなされるは

ずだ。

　他の民間企業としては、ゴドレジ＆ボイス

（G&B）が長年、圧力容器、配管、熱交換、燃料

供給などの管理機器の組立てを行っている。

同社が生産している原発関連部品は、スプリ

ング、ファスナー油圧シリンダ、ベアリングボ

ールねじ, 電子機器などがある。

5《自由と繁栄の弧》と日印原子

力の未来

　最後にインドの原子力産業に対する日本の

対応はどうか？　日本の原子力関連各社にと

って 2006 年は画期の年だったといえる。同年

2 月に東芝が米ウェスチングハウスを 54 億ド

ルで買収し、10 月には三菱重工が仏アレヴァ

との提携を発表した。11 月には日立が GE と

戦略的提携で合意し、日本のビッグスリーも

世界の 3 大勢力に軒並み合流したわけである。

この点で《民》は対印原子力市場参入のスター

トラインに立ったといえる。

　すると、もうひとつの課題は日本政府の立

ち位置である。日本は《自由と繁栄の弧》の名

の下に、米日印豪のアジア太平洋 4 カ国の連

携を強めることで、様々な分野での日印協力

を急速に推し進めている。だがしかし、核不拡

散体制の強化を謳う日本が、北朝鮮をはじめ

とする他国の核を認めずに、いかにしてイン

ドの原子力開発を認めるかは難問である。

　今後の 10 年でさらに成長・変貌するであ

ろうインドの経済・社会に対して、どれだけ

日本はインドとつながりを深められるかどう

か。未来のインドの輪郭は見えてきたけれど

も、《自由と繁栄の弧》だけでは日本の姿がよ

く見えない。その曖昧な日本の未来像は国家

戦略と不即不離の原子力産業でどのような日

印連携を行うかで、かなり鮮明さを増すので

はないか。

《参考文献》

○木村逸郎「インドの原子力研究・開発・利

用の現状」（原子力委員会国際問題懇談会資

料：平成18年6月23日）

http://www.atomicenergycommission.jp/jicst/NC/

senmon/mondai/siryo/mondai02/siryo2.pdf

○古川和男『「原発」革命』（文春新書：平成13年8月）

○Sarosh Bana「What Can't we produce?」

（『Business India』2006年3月12日号　pp.40-49）

○R. Ramachandran「Hurdles ahead」 

（『Frontline』2006年3月11-24日号　pp.9-11）

○Business World「The BW Real 500」（『Business 

World』2007年3月5日号 pp.34-106）

○Monterey Institute of International Studies

「Selected Indian Nuclear Facilities」1999年改訂

版 Andrew Koch

http://cns.miis.edu/research/india/nuclear.htm

HITACHvol2_1.indd   17 07.5.8   6:07:40 PM



1� 寄 稿

特集

住信基礎研究所 主席研究員

伊 藤  洋 一

（いとう　よういち）金融市場からマクロ経済、特にデジタル経済を専門とする。「ゲーテ」（幻冬社）、共同通信

社、日経ビジネスなどに書評、エッセイ、評論などを定期寄稿。著書に『ITとカースト：インド・成長の秘密と

苦悩』（日本経済新聞社出版局07年）、『カウンターから日本が見える』（新潮新書06年）。その他『上品で美しい

国家』（ビジネス社06年）、『スピードの経済』（日本経済新聞出版社97年）、『ビッグバン時代のネット活用術』

（東洋経済新報社98年）、『グリーンスパンは神様か』（TBSブリタニカ01年）。訳書に『グリーンスパンの魔術』

（日本経済新聞社00年）『欧州の挑戦』（時事通信社92年）など。筆者HPはhttp://www.ycaster.com/

「インド：その苦悩にも目を向けよ」
〜成長の陰との戦い〜

　インドに対する日本の企業、投資家の関心が、

かつてなく高まっている。幻想の中の、遠い国で

しかなかったインドが、日本にとって急激に身

近な存在になりつつあるのは、この国が持つ政

治・外交面での戦略的価値や、市場の大きさか

らしても当然のことだと思う。しかし日本にお

けるインド論は、この巨大で複雑な国に「発展」

や「市場」しか見ようとしていないように思う。

　筆者は2007年の1月に「ITとカースト：イン

ド・成長の秘密と苦悩」（日本経済新聞社出版

局）を出版した。2004 年年初からの筆者のイン

ド取材をまとめたものだ。インドをある程度知

るものとして今の日本におけるインド論の高ま

りは歓迎するし、この国の可能性を深く信じる。

インドは日本にとっても非常に重要な国になる

だろうし、何よりも10 億を超え、そして近い将

来に中国を越えて世界最大の人口国になるこ

の国との関係は、日本にとって重要だ。

　低きスタート台（経済状態）からの出発故に、

「インドの成長は、当面は凄まじいものになる」

という一般的予想に私は同意する。しかし一方

で、今の日本に見られるインドへの過度の楽観

論、日本の場合を当てはめての推論は危険だと

思う。この巨大な国には、長期的な成長の阻害

要因になりかねない日本人にとって予想外のリ

スクが存在する。明治以降の日本の長期的成長

には、日本の社会的仕組みや文化が大きく寄与

した。インドは日本とは違う。私はインドの成長

は日本型のように一直線で進むとは思ってい

ない。そもそも日本と比べて非常に宗教臭い国

だ。インドは国全体が豊かになるには、いくつも

の大きな問題を乗り越えなければならない。

　まず我々日本人が注意しなければならない

のは、きらきら輝く成長分野は依然としてイン

ド経済のごく一部に過ぎないし、最近盛んに報

じられる中間層の出現は喜ばしいことにせよそ

の数はまだ少なく、圧倒的に多数の国民が極貧

に喘ぎ、無教育、またはそれに近い環境に置か

れているという事実を忘れてはならない。イン

ドでは上と下で生活レベル、教育レベルで凄ま

じい乖離が生じており、社会の下層の人々が成

長に参加できる可能性は依然として非常に小

さい。これは既に大きな社会問題になっている

し、今後深刻化しよう。

　まずインドでは教育格差が極めて大きい。こ

の国ではまだ義務教育が行き届いていないの

である。特に農村部と都市のスラム地区では学

校に行っていない子が多いし、その親も大部分

字が読めない。インドの識字率は65％に過ぎな

い。つまり、字が読めない人が全人口の35％に

達するということだ。コンピューターの世界で

はよく「デジタル・デバイド」という言葉が使わ

れる。コンピューターを使える人、使えない人で

昇進や昇級に格差が出ることだが、インドでは

それ以前の文字が読める、読めないが大きな社

会的デバイド、壁になっているのである。これは

江戸時代の終わりにはかなりの人が文字を読
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め、明治以降義務教育の普及の中で日本が乗り

越えた問題を、インドが依然として21世紀の今

でも抱えていることを意味する。

　私の取材から具体的に紹介しよう。インド国

民のほぼ7割は農村に住む。一口に「農村」とい

っても多様だが、私が2006年に訪ねたハイデラ

バードから数時間のパントゥルパッリー村はイ

ンド農村の典型だ。会った農民はほぼ全員、全

く読み書きが出来なかった。夫が借金で自殺し

た夫人は、二人の子供を抱えて政府に援助の請

求をしようとしていたが、そもそも書類を読め

ないし、署名も出来ない。その他の村人はと言

えば、綿花栽培に使う米バイオ企業製造のハイ

テク種子を使っているが、その袋に書いてある

注意書きが読めない。だから、高い種を買って

もなかなか増収に結びつかず、一方でちょっと

不作になれば借金（ハイテク種の購入にはお金

が必要で、多くは貸金業者から借金する）を増

やして、挙げ句の果てには自殺者が急増すると

いう状況にあった。電気は細々と来ているだけ

でテレビはなく、無論インターネットもつなが

っていなかった。現地に詳しい人は、「このイン

ド中部では、成人した村人の9割以上は全く字

が読めない」と述べ、「それはインドの農村では

普通のことだ」と語った。

　都市も問題だ。ハイデラバードはバンガロー

ルほどではないが、インドでは立派なハイテク

都市として有名であり、市の中心部には大手ハ

イテク企業のロゴが付いたビルがいくつも立

ち並ぶ。インドの興隆は、明らかにこの中間都市

にも届いている。しかしそのビル群がやや遠く

に見える郊外のスラムに行った時だ。平日の昼

間だというのに実に大勢の子供が集まってくる。

おかしいと思って「学校に行っているの」と聞く

と、「行っていない」と答える。聞けば、このスラ

ム住民は農村での暮らしが苦しくて近くの農

村から都市に出てきた人達で、時々声のかかる

仕事をしているだけで、定職はない。見ると水

道施設もない。

　そもそも学校に行けない子供がインドには

たくさんいる。ここが重要だ。文字が読めなけ

れば、IT産業に参入することはそもそも出来な

い。インドでは「デジタル・デバイド」以前の問

題が大きく横たわっているのである。2004年に

インドに行ってデリーからアグラに通じる道路

を走っている時だ。ふと前を走っている乗り合

いバスの後ろが気になった。下の方にプレート

があってそこにこう書いてあったのだ。「子供を

学校にやりましょう」。子供を学校に行かせてい

ない親がたくさんいると言うことだ。

　インドの高等教育はIIT（インド工科大学）を

中心に、世界に誇れる水準にある。しかしこうし

た学校で学べるのはごく一部で、貧しい階層か

らレベルの高い大学に入れるシステムはある

にはあるが、まだ極めて少数の人がこのシステ

ムを利用できているに過ぎない。戦前のマハラ

ジャの時代よりは上と中間層の数は増えている

が、どうあがいても上に上がれず最低限の生活

をしているインドの貧しい人々を、成長のプロ

セスの中にどう入れていくのか。実は、今のイン

ドの政府はその青写真を持たない。しかしその

貧しい人々も、世界最大の民主主義国の有権者

として一票を持っている。政治的パワーはある

のだ。このパワーの向かう先を予測するのは難

しい。時には「反成長」のパワーになるかもしれ

ないのだ。

　義務教育の普及が遅れていることからくる

識字率の低さという問題とは別に、インド社会

はその体内に分断的要素を数多く抱えている。

それらは、インドの長期的な成長にとって、また

望ましい一直線の成長にとって大きな制約要

因となる危険性が高い。インドへの進出では、こ

れらの存在を良く理解しなければならないし、

筆者はこうした問題が故に、2004年の選挙で内

外から勝利確実と言われたバジパイ政権が惨

敗したような政治的どんでん返しが今後何回

も繰り返されるのではないか、と思っている。バ

ジパイの敗北は、インド国内は無論、欧米やア

ジアでも大きな驚きを持って迎えられた。つま

り、インドの政治はしばしば予想できないのだ。

インドの社会分断的要素を列挙してみる。

　まず宗教。インドはヒンズー教を国教とする
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非イスラム教国である。にもかかわらず、インド

は世界でももっとも数多くのイスラム教徒を国

内に抱えた国だ。イスラム教徒はパキスタンや

バングラデシュなどイスラム教国に近いところ

ばかりでなく、ハイデラバードなどインドの中

部にも多い。しかも重要なのは、インドのイスラ

ム教徒は豊かなイスラム教徒がインドとパキ

スタンの分離時にパキスタンに移った後もイン

ドに残った人々だと言うことだ。だから全体的

に貧しい。インドのヒンズー教徒の多くは、「イ

スラム教徒は汚い」と平気で言う。相当なイン

テリでもそうだ。そこには同胞意識はない。

　2006 年の7月にムンバイで発生し、死者200

人弱を出した列車連続爆破テロは、パキスタン

かバングラデシュとつながりのあるイスラム過

激派が起こしたものと見られている。しかし重

要なのは、インド国内のイスラム教徒の中から

も逮捕者が出ていることだ。インドでは定期的

に宗教がらみのテロ事件が今後も起きるだろ

う。その貧しさ故に、インド国内のイスラム教徒

のヒンズー教徒に対する反感は強まっている

と言われる。

　イスラム教だけではなく、インドにはシーク

教など多くの宗教が存在する。それぞれの宗派

と他の宗派の関係は複雑だし、過去には鋭く対

立し、騒擾に発展したこともある。この制御はな

かなか難しい。パキスタン、バングラデシュなど

近隣国との関係は一時よりは緩和しているが、

宗教の違いもあって完全に気を許した関係に

はなっていない。パキスタンとは長年の懸案で

あるカシミールの帰属問題を抱えている。まだ

不安定だ。

　次に、人種やカーストの違いだ。カーストの起

源についてはここでは触れない。しかし重要な

のは、今のインド人の80％以上を信徒とするヒ

ンズー教そのものが、自らの体内に非常に数多

くのカーストという“亀裂”を走らせているとい

うことである。カーストは肌の色の差別から職

業の区別まで、その種類は3,500 以上に上ると

いう推計もある。さらにカースト内の階級とア

ウト・カースト（カースト外）と呼ばれるダリッ

トの間には極めて大きな溝がある。人口が10億

あっても、インド人は亀裂社会の中で苦しみ、一

つの国の国民としての同胞意識を持ち得ない

でいる。生まれてすぐに「日本人」になる我々と

は違う環境がインドにはある。

　一部の最下層を除いて憲法はカーストを否

定している。しかしカーストは厳然と存在する

から、この国の政策運営は二重三重に難しいも

のになる。認めるわけにはいかないし、しかし政

府がそれを認めるとそれを強めてしまう。特に

ダリットが抱える問題は深刻だ。道路掃除、糞

尿の処理、動物の死体処理、洗濯、家畜の屠殺、

皮革業などに職業が制限され、子供が債務奴隷

にされたり、女性が性的虐待の犠牲となること

もあるという。政治的にも経済的にも無権利な

状態にある。インドにおけるカースト制度が持

つ社会分断の力は強い。

　インドでも、カーストの階層を制度的に乗り

越えようとする努力は続けられている。リザー

ブ・システム（優遇枠）の制度がそれで、これは

有名大学や官庁に一定枠の下層階級受け入れ

枠を設けているのである。その制度の拡充も検

討されているが、今のインドでは政治が制度を

巡る議論を食い物にしている面もある。つまり、

政治家の人気取りに使われたりしているので

ある。また、下層階級にいながら優遇枠で利権

を手にして、一端手にするとそれを手ばなさな

い人々が現れ、下層階級の間にまだ階級が生ま

れる傾向も見られるという。

　インドの教育の不均等をなくす理想的な方

法は、小中学校など初等教育の分野から国民皆

教育で国民の教育レベルを揃えることだ。分か

っているのだが、日本が明治の初期に行ったこ

とが、広大でかつ多様な民族、宗教が根付いて

いるインドにおいては、予算制約もあってかな

り難しい。江戸時代の寺子屋時代から、日本が

維新とともに素早く全国的な義務教育を普及

させ、それを大きな成長の梃子にした日本とは

全く違う環境がインドにはある。

　また、インドにおける都市と地方の情報格差

は深刻だ。インドの都市は日本のマスコミに頻

繁に登場するとおり、世界の都市と変わらない。
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新聞は数え切れないほど多種多様にあって情

報が溢れ、かなりの人が英語を理解するから、

我々日本人が行っても大都市にいれば情報力

は東京にいるのと変わらない。インターネット

はホテルでもどこでも無線 LANで比較的自由

に利用でき、日本語の世界とも繋がる。

　しかし、インドは少し都市が中規模になれば、

最高のホテルでも部屋でネットを利用すること

は出来ない。インドでも貧しい州と言われるビ

ハール州の州都パトナで一番と言われるマウ

リャ・パトナ・ホテルがそうだった。田舎に行

けば英語もあまり通じなくなる。さらに、農村に

いけば電気がないところも多い。電気がなけれ

ば、ラジオやテレビもない。そういうところでは

新聞もこない。むろん、インターネットはない。

　情報がないのに地方や国政の選挙で一票の

投票権を持っているとどうなるか。インドの田

舎で誰が候補者だと認識し、そして誰に投票す

るのかと聞いたらどうやら村の方針で決まって

いるようだった。インドは世界最大の有権者を

持つ民主主義国家だ。しかし、字が読めず情報

から全く隔絶された人々が持つ投票権という

のは、しばしばその地区で権威ある人間の言う

とおりに動く。その意味では同じ「民主主義」と

言っても、先進国の情報を持ち、自ら判断する

投票者の投票行動とはやや意味合いが違う。

　今のインドは、こうした壁、デバイドを引きず

りながら成長しているのである。それも、突出し

たIT 分野を中心としながら、ミタルやリライア

ンスなど少数の大企業を中心に。しかし、ひず

みは凄まじい。ひずみに目をつぶりながら、突出

できるところは突出させる方 式 で前に進んで

いる。ひずみは酷い道路だったり、インドの大都

市には付きものの巨大なスラム街だったり、道

路脇のテントで寝起きする人々だったりする。

日本が戦後に「総中流社会」を形成したのとは

かなり違う。不安分子、不安要因を山のように

抱えての離陸なのだ。

　では10年後のインドはどうなっているのか。

これは何回インドに行っても、なかなか想像が

難しい。ニューデリー近郊のグルガオンを見る

と、インドも瀟洒な近代都市を持つ国になるの

かと思うが、ではスラムは消えるのかというと

そうはならない気 がする。なぜなら、都 市 が吸

収しなければならないインドの人口があまりに

も膨大だからだ。

　日本は主に戦後だが、都市にスラムを作らな

いで農村の人口を見事に吸収しきった。それは

一つには、日本人であれば共通の読み書きや能

力があったからだと思う。都市と農村の教育格

差は、日本においてはほとんどなかった。都市に

ある塾はなかったが、田舎の秀才はそれなしで

いくらでも有名大学に入れた。ベースが一緒だ

ったからだ。しかし今のインドにはそれはない。

都市のスラムで学校に行っていない大勢の子

供達の存在も私には気になる。とすると、凄まじ

い富と、凄まじい貧困が10年後でもインドでは

共存している可能性が高い。

　ITに次ぐ「カースト超越的な産業」をもてる

かどうかが鍵だろう。IT 産業は今までのインド

のカースト規定外の職業として存在した。筆者

はこれを「脱カースト産業」と呼び、その要件が

「dog year」にあったが故にカーストの仕組みを

揺るがす効果があったと見た。ITで重要なのは、

能力とスピードだ。所属する階級ではない。イン

ドにとっては、こうした「脱カースト」産業が連

続的に生まれることが望ましい。そうすれば、カ

ースト意識が希薄化して、国民の融合が図られ

るからだ。しかしそれは可能だろうか。

　世界中で宗教臭の強い国の成長は遅れがち

だ。それは、宗教の規範が成長や市場を第一に

していないからだ。インドも最終的には、輪廻転

生のヒンズー教、それにこれも縛りが多いイス

ラム教の軛をいかに脱するかに長期的成長が

かかっていると考える。
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特集

インド進出における冷静と情熱のあいだで
政策経済グループ

副主任研究員　宮 崎  真 悟

研究員　衣 笠  一 歩

1 なぜ、いまインドなのか

　インドが熱い。インドは BRICs の一角とし

て位置付けられ、急速な経済発展を遂げる新

興国の代表格である。インドはダイナミズム

に溢れ、街へ一歩足を踏み入れると、その表情

が刻々と変わりつつあることに目を奪われる。

小型車が渋滞する中を牛が悠々と歩き、冷房

どころか窓ガラスすら付いていないバスが行

き交うかと思えば、その中にいる学生たちは

最新の携帯電話を使ってメールをしている。

何十年も昔にタイムスリップしたかと錯覚に

陥りそうな旧市街を通り抜けると、その先で

は最先端のオフィスビル建設が急ピッチで進

められている。

　これまで日本企業は、10 億人を超える人口

と消費市場、安価で豊富な労働力を求め、中国

への直接投資を加速させてきた。しかしなが

ら、現在の中国経済はバブルの様相を呈して

いる感があり、今後の経済成長の持続性に対

しては疑問符を付ける慎重な声も聞かれ始め

ている。

　一方、インドは中国に次ぐ世界第 2 位の人

口大国であり、大規模な消費市場を有する。ま

た、経済の強力なけん引役として発展し続け

る IT 産業も投資対象として非常に魅力的で

ある。特に、その屋台骨を担う労働力は世界的

にも秀でた水準との呼び声高く、各国企業は

優秀な人材を求めて相次ぎ進出を開始してい

る。

　現在のインドは、IT 産業と労働力に世界各

国から注目が集まる一方、製造業に対する注

目は比較的低く、それ故情報も乏しい。そこで

本稿では、今後インド製造業分野への進出を

図る上で考慮すべき現状と課題に関して考察

する。これは、直接投資対象先としてのインド

を他国と検討する上でも極めて有益であると

考える。

2
インドの経済規模は

世界最大級へ

　インドでは 2007 〜 2011 年度の政府目標と

して「第 11 次 5 カ年計画」が策定されている。

同計画によれば、計画期間中の実質 GDP 平均

成長率（年率）は 9.0％で、2011 年度における

インドの GDP は名目値と実質値ともに現在

の約 1.7 倍まで拡大するという見通しが示さ

れている（表1）。その過程で、電力、道路、鉄道、

港湾といったインフラ面の改善や規制緩和の

推進計画も打ち出されており、今後製造業へ

の進出を検討する上での好材料と考えられる。

類別 指標
インド

2005年実績 2011年目標

経済
指標

実質GDP（10億米ドル） 533 902

名目GDP（10億米ドル） 801 1,313

一人当たり名目GDP（米ドル） 731 1,096

社会
指標

人口（100万人） 1,096 1,198

表1　�インドの5カ年計画における目標数値の比較�
（資料：各種資料より日立総研が作成）
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　長期的に見ても、今後のインド経済は先進

国に匹敵する経済規模にまで発展する見通し

である。2003 年に発表されたゴールドマン・

サックス社のレポートによれば、インドは

2030 年ごろに日本を抜いて世界第 2 位の経済

規模となり、成長著しい中国や米国にも肩を

並べる世界最大級の経済大国となる見通しが

なされている。経済規模が消費市場の規模を

意味するものと考えれば、インドへの進出は

大きなビジネスチャンスとなる可能性を秘め

ている。

3
インフラは改善の見通しだ

が要注意

　一方で、現在のインドでは考慮すべき問題

点も多い。「インドと言えば停電」とやゆされ

るほどインフラの未整備が問題視されている。

インドの電力発電量は6,332 億 kwh で、日本の

1 兆 471kwh、中国の 1 兆 9,073 億 kwh と比較し

て約半分と不足感は否めない（数値は 2003 年

時点）。また、インドでは発電量の 84.4％が石

炭を中心とした火力発電であるため発電効率

が悪く、二酸化炭素排出など環境に対する負

荷も大きい。

　頻発する停電に対し、外資系企業の多くは

天然ガスを用いた自家発電を行うなど種々対

策を講じているが、工場建設地の近隣に天然

ガスの引き込みラインが敷設されていること

が少なく、自社で専用のラインを敷設するこ

とも多い。このように、生産活動を行うための

事業環境は決して整っているとは言えない状

況である。

　インドで直面するインフラ問題は電力だけ

にとどまらず、道路事情などロジスティック

ス における懸 念 材 料 も多 い。イ ン ド は全 長

330 万 km に及ぶ世界第 2 位の道路網を有して

いるが、そのわずか2％に過ぎない約58,000km

に総交通量の約 45％が集中しており効率が

悪い。また、主要都市とその近郊を除いては舗

装状況も芳しくない。現在、インド政府はデリ

ー・ムンバイ・チェンナイ・コルカタを結ぶ

「黄 金 の四 角 形 プ ロ ジ ェ ク ト 」と、全 長

7,300km に及ぶ「東西南北回廊プロジェクト」

を鋭意推進中だが、前者の完成は 2008 年ごろ、

後者はまだ着工されたばかりと、完成にはし

ばらく時間が掛かる模様である（図1）。

図1　�インドの黄金の四角形と東西南北回廊プロジェクト

　インフラの未整備は政府でも十分に認識さ

れており、中央・地方が一体となって急ピッ

チで改善を進めている。中央政府は第 11 次 5

カ年計画にインフラを逐次改善していくこと

を明示し、国家予算案にも公共投資の拡大が

盛り込まれている。また、地方政府は各州で外

資誘致を目的としたインフラ改善を積極的に

推進している。インド商工省は今後数年以内

にインフラを改善し、製造業が生産活動を営

む上で十分な環境を整備したいと意気込んで

いる。

　とは言え、インドでは他の新興国と同様、計

画イコール現実とはならないことが多く、計

画をそのまま過信することは危険である。進

出に当たっては、進出する地域におけるイン

フラ整備が計画通りに進んでいるか、計画と

その進捗状況を十分に精査した上で判断する

ことが極めて重要になるだろう。

4 事業の足かせとなる労働問題

　インフラと同様に労働問題が事業展開の足

かせとなることも多い。例えば某日系自動車

企業では、2000 年に数カ月に及ぶストライキ

が発生し、生産能力が著しく低下するという

被害を被った。また、試用期間中の従業員に対

する処遇をめぐって従業員が数ヵ月間のスト

ライキを決行し、生産能力が通常の 10 分の 1

にまで低下した例もある。
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　こうした労働問題の根底には、独立後即座

に施行された労働者保護色の強い労働法が大

きく横たわる。インドでは、イギリス植民地時

代の影響から労働者保護の特色が色濃く残っ

た労働法が現在も施行されており、労働者の

解雇が他の進出先国と比較して難しい状況に

ある。特に、一旦正社員になると解雇が極めて

難しく、裁判となった場合でも会社側が敗訴す

ることが多い。職務規定違反を繰り返す労働

者でさえ解雇することが困難な場合もあり、雇

用者にとっては苦労を伴う状況が続いている。

　このように、インド特有の労働事情に頭を

悩ます企業は多い。無論、日ごろから従業員と

のコミュニケーションを密に取り、問題発生

を未然に回避する努力を行っている企業も多

い。また、外国人の労務管理担当者では現地の

労働問題への対応に限界があることから、現

地人の専門スタッフやコンサルタントを採用

し、直接対応に当たらせているケースも少な

くない。

　また、広大な国土を持つインドでは、労働事

情が各地域で異なることも考慮する必要があ

る。例えば、タミル・ナードゥ州やカルナータ

カ州などの南部地域は人柄が温厚である上、

雇用者数が総人口と比較して少ないことから

既存労働者の定着率が高く、北部地域と比べ

て労働問題の発生率は低い。インド進出に当

たっては、地域毎の労働事情の違いも検討す

る余地があろう。

5 さほど安くないインドの物価

　海外進出のメリットとして、安価な賃金な

どコスト・メリットを挙げられることが多い

が、インドの物価は他のアジア諸国のそれと

比較して決して割安とは言えない。表2 は日

比較項目
インド 中国 タイ ベトナム

ニューデリー ムンバイ 上海 北京 バンコク ホーチミン

労
働
力
コ
ス
ト

一般工賃金（月額） 105〜239 N.A 172〜301 84.10〜164.49 146 111〜185

エンジニア（月額） 303〜498 N.A 334〜593 222.62〜469.97 316ドル 249〜373

中間管理職（月額） 737〜1,219 N.A 772〜1,521 333.9〜1,768.6 584 572〜1,054

法定最低賃金（月当たり） 69.41 61.32〜63.51 85.51 71.73 110 54.84

賞与支給額 
（固定賞与＋変動賞与）

基本給の�
ゼロ〜2カ月分

基本給の�
2〜3カ月分

基本給の�
1〜3カ月分

基本給の�
1.9カ月分×2回

基本給の�
2.6カ月分

基本給の�
1〜2カ月分

社会保険料負担率（被雇用者） 12％ 同左 18％ 10.5％ 5％ 6％

地
価
・
事
務
所
賃
料
等

工業団地 
（土地購入価格㎡あたり）

76.74 14.25 25〜30 55.65〜68.02 54.71 土地購入は不可

工業団地借料（月額：㎡あたり） — — 1 5.61〜8.71 4.86 0.16

事務所賃料（月額：㎡あたり） 18.88〜35.40 15.83〜36.55 28.35 34〜40 11.67 23.00

駐在員用住宅借上料（月額） 1,535〜3,289 767〜4,933 3,400〜3,500 2,300〜6,000 1,581 2,200

通
信
費

電話架設料（事務所） 10.96 10.96 38.4 29.06 81.46 37.82

電話基本料金額 
（事務所の月間基本料金）

5.48 5.48 4.1 2.67 2.43 1.70

国際通話料金（日本向け3分） 0.79〜1.18 0.79〜1.18 3 2.97 1.46 1.65

携帯電話加入料
175.40�

（国際通話可） 15.33 なし 9.89/SIMカード なし 12.61

携帯電話基本通話料 
（月間基本料金）

8.75�
（国際通話可） 3.84 6.2 6.18 29.18 3.78

公
共
料
金

業務用電気料金（1KWhあたり） 0.09 0.06 0.04〜0.11 0.03〜0.11 0.041〜0.042 0.05〜0.06

一般用電気料金（1KWhあたり） 0.03〜0.08 0.03〜0.10 0.07 0.06 0.04〜0.07 0.08〜0.09

業務用水道料金（1㎥あたり） 0.49〜1.64 0.36 0.15 0.69 0.24〜0.51 0.28

一般用水道料金（1㎥あたり） 0.33 0.13 0.13 0.46 0.19〜0.36 0.18〜0.47

業務用ガス料金（1㎥あたり） 0.07〜0.10 0.48 0.25〜0.32 0.22 0.17 0.37

一般用ガス料金（1㎥あたり） 0.22 0.22 0.13 0.24 0.19 0.41〜0.44

輸
送

コンテナ輸送（40ftコンテナ： 
日本（横浜港）までの料金）

925 925 200 300〜500 1,340 1,070

レギュラーガソリン価格（1リットル） 0.95 1.08 0.57 0.53 0.61 0.6

軽油価格（1リットル） 0.67 0.82 0.50〜0.53 0.5 0.54 0.47

表2　�アジア各都市の労働コストの比較（注）単位は米国ドル、数値は最新のもの。（資料：ジェトロホームページ）
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系企業の進出件数の多い都市としてニューデ

リー、ムンバイ、上海、北京、バンコク、ホーチ

ミンの労働コストを比較したものである。こ

れらの都市間に労働コストの明確な違いは無

く、インドが特に割安とは言えないことが分

かる。労働コストは熟練労働者、非熟練労働者、

エンジニアなど労働者の質によって異なるこ

とに加え、ムンバイなどの大都市と地方部で

は地域的な所得格差が存在することから単純

比較はできないが、労働コストは他国と比較

してインド特有の進出メリットとは考えにく

い。

　また、同表ではインドの物価を地価・事務

所賃貸料、通信費、公共料金、輸送費の四項目

についても比較している。各料金の対象商品

は異なるが、全体的にはインドと他のアジア

諸国における価格の大きな違いは見られない。

　海外進出に際しては各国における賃金、材

料、輸送費などのコスト・メリットが判断材

料の一つとされるが、このようにインドに関

してはコスト・メリット以外の要因を踏まえ

た上で進出の機会を探る必要がある。

6 インド進出のメリット

　こうした問題はあるにせよ、インドに進出

する上でのメリットは何か。参入業種や形態

によって若干異なるものの、総じて述べると

①人口規模、②頭脳、③英語、④誘致政策の四

点が挙げられる。

　はじめに「人口規模」であるが、現在のイン

ドは 24 歳以下の若年層人口が総人口の 53.7

％と豊富であることに加え、国連の予測によ

ると 2025 年には総人口で中国を抜き世界第 1

位になるとされている。現在でも経済成長と

可処分所得の増加から消費者の購買力が急速

に高まっており、今後さらに消費意欲がおう

盛な若年層が増加することを考えると、イン

ドは世界最大級の消費市場となる可能性を秘

めている。

　次に二点目の「頭脳」に関しては、インド工

科大学（IIT）をはじめとする高等教育機関が

米国のマサチューセッツ工科大学（MIT）やカ

リフォルニア工科大学を分野によっては凌ぐ

とも評され、インドは世界に名高い高等教育

水準を誇る。532 校の総合大学と 1 万 6,885 校

の専門学校から毎年約 36 万 5,000 人ものエン

ジニアが輩出され、技術面での潜在能力は他

に比類なき水準と言える。2006 年の IMD 世界

競争力ランキングによると、有資格技術者

（Qualified Engineer）の国際競争力は世界第 1

位を勝ち得た（日本は 28 位、中国は 57 位と低

迷）。技術面以外の教育水準も高く、前出のラ

ンキングでは科学教育（Science in Schools）が

シンガポールに次ぎ世界第 2 位と、こちらで

も中国（13 位）や日本（29 位）を大きく引き離

している。

　次に三点目の「英語」であるが、インドでは

イギリス植民地時代の遺産として英語がビジ

ネスに深く根付いており、これがインドの国

際競争力を高める要因にもなっている。言語

の壁が無いことは、中国や他のアセアン諸国

など非英語圏に進出する場合と比較してコミ

ュニケーション面で断然有利となり、欧米企

業のインド進出に対するインセンティブを高

める効果がある。また、例えば日本からインド

へ生産などの発注を行った場合、製品に関す

る指示書やマニュアルなどのアウトプットが

英語でも入手可能となるため、日本国内へ発

注する場合と比べると翻訳などの周辺作業負

荷を軽減できるというメリットもある。

　最後に四点目の「誘致政策」であるが、イン

ドでは政府を挙げて外資の誘致を積極化させ

ており、その代 表 として SEZ（経 済 特 区：

Special Economic Zone）がある。SEZ とは 2005

年 6 月に導入された SEZ 法により各種の優遇

措置が適用される特別区のことを指す。SEZ

は「みなし外国」とされ、原材料・部品の輸入

関税のほか、物品税、サービス税、中央売上税

などは一切免除となる。現在、表3 に示す国内

14 か所の SEZ が稼動しており、さらに 200 を

超える SEZ が既に政府認可を受け、設立・稼

動準備が進められている。
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7 インド進出に際しての注意点

　このようにインドは他国には無い特有の進

出メリットが何点か存在する。これらを総合

して考察すると、以下に掲げる四点を踏まえ

た進出が有益と考えられる。

（1）将来の消費市場を視野に入れた進出

　従来の日本の海外進出は中国のケースに見

られるように、安価な労働力や材料費を目的

とするものが多かった。実際に、日本企業が中

国への直接投資を加速させた 1990 年代は低

価格競争が激化し、生産コストを抑えること

が強く求められた。しかしながら、現在のイン

ドは当時と状況が異なることに加え、労働コ

ストや他の物価からかんがみても中国や他の

アセアン諸国と比較して特筆に価するメリッ

トは無いことから、廉価性を求めたインド進

出が有益とは言い難い。

　一方、今後のインドは世界最大級の消費市

場へ成長する可能性が高い。経済規模では中

国に及ばず、一人当たりの所得もさほど拡大

しないと見込まれるため、高価格製品の販売

市場としては決して適しているとは言えない

が、低価格製品の販売先としては魅力的なマ

ーケットとなろう。具体的な事例としては、ス

ズキ自動車がインドの軽自動車の生産と販売

で成功を収めていることが挙げられるが、今

後は従来の生産拠点としての位置付けに加え、

未曾有の消費市場を目指した進出を検討する

ことが有効となるだろう。

（2）研究開発拠点としての活用

　インドは高等教育水準の高さに加え、エン

ジニアの技術水準が高いため、これを効率的

に活用することが有効となる。インドの製造

業では既に IT 技術との組み合わせで各種製

品の設計と開発が行われており、電気機器の

みならず、航空力学や原子力に関わるハイテ

ク分野の知識も蓄積している。これらは欧米

企業からアウトソーシングされることが多い

が、その過程で培った知識は既に日本の先端

企業を凌ぐとさえ言われている。それ故、イン

ドを研究開発拠点とする意義は極めて大きい。

具体的には、研究開発や設計の拠点をインド

に構築し、日本での研究開発とのシナジー効

果を図ったり、日本で研究実績が少ない分野

の開発をインドに委託したりするなどの方法

が考えられる。

（3）海外とのコミュニケーション能力を活用

　英語が根付いたインドのビジネス環境は、

グローバル展開を図る上でも効果を発揮する。

まず、日本や欧米企業とのコミュニケーショ

ンは、母国語を使用しなければならない中国

やアセアン諸国と比較して容易であり、営業

など CRM 活動にも役立つ。他にも、海外企業

との契約など国際法取引に関わる業務、自社

における海外事業所の財務および会計に関わ

る業務、海外支店従業員に対する英語による

社内研修の実施など、さまざまな可能性が考

えられる。インドに欧米諸国によるコールセ

ンターが設立されてから既に長い年月を経て

いるが、進出を検討する際はこのような海外

とのコミュニケーション能力を活用する手立

てを講じることが有効である。

名称 所在地（州）

SEEPZ�Special�Economic�Zone マハラシュトラ州

Kandala�Special�Economic�Zone グジャラート州

Cochin�Special�Economic�Zone ケララ州

Madras�Special�Economic�Zone タミル・ナドゥ州

Visakhapatnam�Special�Economic�Zone アンドラ・プラデシュ州

Falta�Special�Economic�Zone ウエストベンガル州

Noida�Export�Processing�Zone ウッタル・プラデシュ州

Surat�Special�Economic�Zone グジャラート州

Manikanchan�Special�Economic�Zone ウエストベンガル州

Indore�Special�Economic�Zone マディアプラデシュ州

Jaipur�Special�Economic�Zone ラジャスタン州

Mahindra�City-SEZ,�Chennai�
（Information�Technology） タミル・ナドゥ州

Mahindra�City-SEZ,�Chennai�
（Apparel�and�fashion�accessories）タミル・ナドゥ州

Salt�Lake�Electronic�City-SEZ ウエストベンガル州

表3　�インド国内で稼動しているSEZ�
（資料：各種資料から日立総研作成）
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（4）インドの外資誘致政策の有効利用

　インドへの進出に当たっては、優遇税制な

ど外資系企業の誘致制度を十分に理解し、そ

の恩恵に浴することが有益となる。インドの

SEZ では、製造開始から最初の 5 年間は法人

税が100％免除、続く5年間は50％の免除され

ることから、最初の 10 年間を平均すると 75％

の免税となる。また、次の 5 年間は生じた当期

利益を特別準備金に振り替えた金額の 50％

が免除されるため、合計で 15 年間は法人税上

の恩典が受けられることとなる。この他にも

業種や地域によって恩恵が付加されるケース

も多く、これら外資誘致政策を有効利用する

ことが望ましいと考えられる。

8
インド進出は熱く、

そして冷静に

　現在のインドは経済が急成長しており、こ

れまでの懸案事項であったインフラ整備も今

後改善が期待できる。若年層の労働人口が豊

富であることに加え、IT やエンジニアリング

などの教育水準も高く、その潜在能力は大変

魅力的である。

　しかしながら、インドへの進出は依然とし

てリスクも伴う。ビジネス倫理が日本と大き

く異なることから労働問題や契約交渉などの

トラブルが発生するケースが多く、インフラ

の未整備が事業活動の妨げとなることもある。

進出に当たっては産業や地域など現地の各種

状況を厳密に調査した上で、中期的な視点に

おける冷静な判断に基づいた計画を策定する

ことが必要不可欠である。
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−サービスの時代からホスピタリティの時代へ−

“日本発の国際的なホテルに

”
佐藤　　今回のゲストは、株式会社ザ・ウィンザー・

ホテルズインターナショナル代表取締役社長

の、窪山哲雄さんです

藤原　　窪山社長は、テレビドラマにもなった「ホテ

ル」という漫画の藤堂マネージャーのモデル

なんですよ。ドラマでは松方弘樹が演じた役

です。

佐藤　　早速お話を伺ってまいりましょう。

藤原　　初めまして藤原です。

窪山　　よろしくお願いいたします

佐藤　　早速ですが、窪山さん。至るところに「窪山

イズム」が感じられるこのホテルですが、ザ・

ウィンザー・ホテルは一言でいうとどんなホ

テルですか？

窪山　　外国的な名前に「日本発の国際的なホテル

に」という思いを込めております。グローバル

なホテルチェーンになることを目指すという

方向性を定めているつもりです。

藤原　　グローバルなホテルチェーン。そうすると

ザ・ウィンザー・ホテル洞爺がナンバーワン

になってそこから展開されていくという発想

でいらっしゃいますね？

窪山　　そうです。

佐藤　　いろいろと伺っておりますと、藤原さん、す

ぐにでも行きたくなりますよね？

藤原　　行きたい！　実は、私は以前日本銀行で副

総裁をやっていましたが、日銀総裁の速水さ

んがある時「藤原くん、一昨日ウィンザーホテ

ルに行ってきたよ。」とおっしゃったんです。

「どうでしたか？」とお聞きしましたら、「素晴

らしいよ。森、山、湖、温泉、料理。北の桃源郷だ

よ。」と。是非、一度伺いたいものですね。

窪山　　是非、お待ちしております。

“成り行きでホテルマンに

”
佐藤　　さてこれからは窪山さんの「改革者」たると

ころのお話を伺ってまいりたいと思います。

　　　　大学は慶應義塾。その後アメリカのヒルト

ンホテルズに入社されて、ホテルニューオー

タニ、東京ベイヒルトン、NHV ホテルズイン

ゲ
ス
ト

　

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

株式会社ザ・ウィンザー・ホテルズインターナショナル　代表取締役社長

窪山哲雄氏
1971 年慶應義塾大学法学部卒業、1975 年コーネル大学ホテル経営学部卒業。ニューヨークのウォルドルフ・アスト

リアホテル、ホテルニューオータニ、東京ベイヒルトンなどを経て1991年長崎の NHV ホテルズインターナショナル

（現ハウステンボスホテル事業部）代表取締役に就任。ホテル事業をゼロから立ち上げ五つのホテルを開業し成功さ

せた偉業は、今や伝説となっている。1997年には経営が悪化していたホテルの運営を委託され、（株）ザ・ウィンザー・

ホテルズインターナショナルを設立、2002年ザ・ウィンザーホテル洞爺リゾート＆スパを開業、奇跡の再生として話

題を呼んだ。

最先端の知を交流・蓄積する『知のゲートウェイ』、ＨＡＮＤＳＨＡＫＩＮＧ（ハンドシェイキング）。

“Innovation Creator”をテーマに、ビジネスや社会に大きな革新を起した人物をゲストにお招きします。

今回は、株式会社ザ・ウィンザー・ホテルズインターナショナル　代表取締役社長の窪山哲雄氏にご登場いただきます。

−サービスの時代からホスピタリティの時代へ−
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ターナショナル、そして 1997 年にザ・ウィン

ザー・ホテルズインターナショナルを設立さ

れて 2002 年に開業ということですが、そもそ

もホテルマンを目指されたきっかけは何だっ

たのでしょうか？

窪山　　きっかけは不純なのです。なぜかと言うと、

ホテルマンになろうと思ったのではなくて、

実は慶應を出た後に、コーネル大学に行きた

かったのです。しかし、難しそうな学部ばかり

並んでおりまして、その中でホテル経営学部

という学部があったのです。卒業生のコラム

を見ますと、そこそこの人たちが入っていま

して、これはもしかしたら比較的楽に勉強が

出来るのではないかと思って入学しました。

ところが全然実は違いまして、卒業するのに

四苦八苦しましたね。

佐藤　　ではもともとホテルマンを目指されていた

というよりは、成り行きのような・・

窪山　　ええ、まさに成り行きなのです。

　コーネル大学に入るためにはホテルの経験

が必要で、帝国ホテルで研修を受けることに

しました。大学に入るためにホテルに入った

というわけですね。

佐藤　　なるほど。帝国ホテルのアルバイトはいか

がでしたか？

窪山　　最初は、ハウスキーピングというお部屋を

奇麗にするセクションでした。今はそのよう

なことはありませんが、当時は「トイレも何も

かも素手で洗え」と言うようなことがありま

した。最初は嫌じゃないですか、人が使ったも

のを。

佐藤　　抵抗ありますよね。

窪山　　最初は抵抗があったのですが、「抵抗がある

間はホテルマンになれないだろう」という言

い方 をされたものですから。そのころは私 も

体育会系だったもので「じゃ、やりましょう」

と言ってすぐにやったわけです。

　　　　でもとても楽しかったですよ。帝国ホテル

には素晴らしい方がたくさんいらっしゃいま

したから。

藤原　　しかし、そういうところからプロの意識を

持たれたというのはすごいですね。日本でも

昔から大成する職人はぞうきん掛けから始め

るといいますものね。アルバイトというのは

非常に役立つものですね。雑誌の『ぴあ』の矢

内社長も学生時代に「こういう雑誌を作りた

い」というところから始めて、それがベンチャ

ーにつながったそうです。ですから今、フリー

ターの人がたくさんいますが、そういう人達

にもアルバイトでプロ意識・問題意識、また、

自分の行く方向を学んでほしいと思いますね。

佐藤　　その後、アメリカのヒルトンホテルコーポ

レーションに入社されましたが、日本の会社

ではなくて、アメリカというのはどうしてで

すか？

窪山　　コーネル大学を出た 1975 年というのはち

ょうどオイルショックなどで、なかなか就職

難な時代で。

藤原　　そうです。1973 年がオイルショックで厳し

い状況でしたね。

窪山　　はい。ヒルトンコーポレーションは全米に

ネットワークがありますから、コーネル大学

の卒業生は例年10名〜20名入社していました。

しかし、その年はアメリカ人が 1 人、私が 1 人

だったのです。非常にラッキーだったのは翌

年、天皇陛下が訪米される予定だったのです。

司会

玉川美沙

パーソナリティ
ラジオを中心に、テレビ・雑誌など

様々なジャンルで活躍

コメンテーター

藤原作弥

株式会社日立総合計画研究所
取締役社長
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それでなんとしても日本人が欲しいと思った

のでしょう。いったんシカゴの方に入社しま

して、それからニューヨークのウォルドルフ

ァストリアというホテルにいくことになりま

した。そこで天皇陛下をお迎えすることにな

ったのです。本当の意味でホテルマンの仕事

がそこからスタートしました。

“ホテルの経営者として

”
佐藤　　そんな成り行きずくめの窪山さんは、1991

年に NHV ホテルズインターナショナル代表

取締役社長に就任、これは今のハウステンボ

スですよね？

　具体的にはどんなところに着手されました

か？

窪山　　最初はなにせ 5 人ですから、人集めをしな

ければいけませんでした。ハウステンボスの

本体で預かっていた人たちを 1 年以内にホテ

ルマンに仕立て上げないといけないのです。

ホテルがまだ工事中ですから、現場がないわ

けですよね。プレハブの中で、百人・二百人が

ひしめきあってトレーニングをするわけです

が、サービスにしても、あいさつから何から、

ホテルそのままでやるわけです。そんなとこ

ろから指導していきました。

　最初「これだけのスタッフで一流のホテル

を目指してよいのかな？」と悩んだこともあ

りましたが、やはりホテルというのは技術よ

りも、気持ちですね。

佐藤　　経営者として、そこまで従業員を育て上げ

ると言うのはすごい事ですよね、藤原さん。

藤原　　やはり、これまでのお話を伺ったり、経歴を

拝見したりすると、きちんと順路を踏んでら

っしゃいますね。ホテルニューオータニにお

入りになって、さまざまなホテルニューオー

タニ系の総副支配人や統括支配人や副社長補

佐をおやりになって、経営者の目を既に養っ

ていらっしゃる。

　そういう経験のほかに、コーネル大学のホ

テル学科で勉強されたことが生きてきている

んでしょうね。つまりアカデミックなホテル

経営の理論が、今度は現場主義の経営の実践

相まって、生かされたんですね。

佐藤　　そして、ハウステンボスを開業以来絶好調

に育て上げられて。そして当時の経営状態の

良くないエイペックス入りという話が来たわ

けですが、こちらはどのような経緯だったの

ですか？

窪山　　はい。これは当時の拓銀の頭取が大変困っ

て、人を通じてコンタクトしてこられたので

す、私の方は、最初はどうしても心が動かなか

ったのですが。素晴らしいハードだったとい

うことと、もう一つはハウステンボスの時は、

バックの目に見えない所がちょっと手薄だっ

たので、困った時がありましたが、そのエイペ

ックスはバック部門も十分なスペースがあり

ました。これでできないはずがないだろうと

思いまして、お手伝いして差し上げたいなぁ

という気持ちが段々出てきて、そこから始ま

ったのです。

　　　　ところが、私がハウステンボスを 1997 年の

4 月に辞めまして、本格的にスタートしたの

は 1997 年の 6 月だったのですが、11 月にご承

知の通り拓銀自体が破たんするわけですね。

とにかく、手 の打 ちようがありませんでした

ね。半年で。

�0 H A N D S H A K I N G

HITACHvol2_1.indd   30 07.5.8   6:07:52 PM



�1H A N D S H A K I N G

　僕はまだ良いのですが。やはり結局一緒に

働いている人たちが路頭に迷うわけですよね。

そうすると常に言われるのが一人頭× 3 で考

えなければいけないということです。経 営 者

としてはやはり痛恨の極みでしたね、あの時

は。

佐藤　　その辺のやりくりはどうされたのですか？

窪山　　僕はこのケースに関してアメリカのケース

などいろいろ調べましたが、日 本 のような処

理の仕方をしたことはないんですよ。つまり、

ホテルはオペレーションを維持していないと、

資産価値が下がってしまいます。だから資産

価値を下げることはしないだろうと思ってい

たのですが、日本はそういう経験はあまりな

いものですから、一番荒っぽい方法になって

しまって、残念でしたね。

佐藤　　でもやはり「いつか建て直さなくては」とい

う思いはありましたか？

窪山　　もう既に感触はありましたから、建て直す

自信はありましたね、その時点で。だから「続

けさせてくれればいいのに」と随 分 思いまし

た。「絶対できたのに」という風な思いがあり

ましたから、その間に当然クローズして、管財

人の方に移って行くわけですが、「また何かお

話 があっ たらやらなければいけないな」とい

う気持ちはありましたね。

佐藤　　新しいオーナーに代わられるまでは、どの

ような期間を過ごされたのですか？

窪山　　自分としてはやはり従業員がいるわけです

よね。午前中は会社をやって、午後からは、ホ

テルの経営コンサルタントのアルバイトをや

って、他の大手チェーンの指導していました。

約 2 年間、そのお金を従業員の給料にしてい

ました。当時高級ホテルをやろうというとこ

ろがあまりなかっ たものですから、なかなか

次はそう簡単に決まりませんでしたね。

佐藤　　無事にオーナーが決まって「いよいよ再チ

ャレンジだ」という時はどんな目標を掲げら

れたんですか？

窪山　　そうですね、最初に閉めてから、時代が少し

ずれているわけですよね。その中 でどうやっ

てマーケットを広げていくかということを具

体的に取りかからなければいけませんでした。

そこで、最初にお話ししたのが当時の堀前北

海道知事でした。堀さんは「北海道にとって一

番大事なものをアピールできるようにしてほ

しい」と「それは食だ」とおっしゃるのです。そ

こから北海道の素材を最高に生かせるグロー

バルな処理をしようとしたのです。そこで、ミ

シェル・ブラスが出てくるんですが。食を中

心にがんばろうとしましたね。

佐藤　　三ツ星レストランですよね。『食』というの

はホテルにとっては大事な要素ですよね。

藤原　　一番大事ではないでしょうか。ホテルの専

門家は皆さんそうおっしゃいますね。ホテル

の良しあしを見分ける一番のポイントはまず

朝食であると言うんですね。

　朝食についてはどういう風な考え方を持っ

ていらっしゃいますか？

窪山　　朝食は、実はコストは一番安いのです。そし

てほぼ自動的にみなさん召し上がりますから、

そこがプロフィットセンターになるのです。

従って工夫の余地はたくさんあります。その

部分というのは特にリゾートは徹底的にやる

べきですね。納得のいく食事を作るべきです。

　ただ裏の背景を言いますと、どうしても質
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が悪くなってしまうのは、朝食は朝早く作ら

なければなりませんから、どうしても良 いシ

ェフが夕食に来て、見習い的な人が朝に来る。

それに加えて作り置きなど、手前勝手な処理

をするホテルが多いですね。

藤原　　なるほど。

佐藤　　確かに外国のホテルに行くと、朝のメニュ

ーが充実していて、宿泊をしていなくてもわ

ざわざ朝食を食べに来る人がいっぱいいます

ものね。

窪山　　朝食は一番楽しい食卓なのですけどね。

佐藤　　だから、その朝食に重点を置かれたと？

窪山　　そうですね。ただ先ほどのミシェル・ブラ

スの話になりますが、ホテルに三ツ星レスト

ランを入れるということは、理論上は絶対や

っ てはいけないことなのです。なぜかという

と、普通レストランがうまく行くためには、7

割方地元の支えが必要なんです。そうします

と、ホテルに入れる場合には理論から外れて

しまうわけです。7割の洞爺湖周辺にいる方々、

もっと広げて札幌にいる方々が、ミシェル・

ブラスにしょっちゅう来てくれるということ

はあり得ませんからね。その辺はブレークス

ルーなんです。そこを超えないと、新しいリゾ

ートホテルのコンセプトの展開はできないん

です。そこはある意味では一番大きな壁でし

た。やはり固定人件費を高く取り込んでしま

うのが高級化ですから。ただ、イタリア料理全

盛だった当時、フレンチが衰退気味のところ

にもう一度フレンチを引っ張り出すという。

それでブラスを登用したことが、再度フラン

ス料理全盛のきっかけにはなりました。それ

は非常にラッキーでした。

“サービスからホスピタリティへ

”
佐藤　　窪山さんが提言されているサービスという

ものがあると伺いましたが。

窪山　　これからの時代、サービスというものが、ホ

スピタリティの時代に入ると見ているんです。

サービスというのは、供給側、サービスをする

側の論理が強いんですよ。「こういうサービス

ですよ、うちは」と言う。言い方を替えれば、老

舗のホテルが「うちはこういうサービスをし

ています。それが分かるのがうちのお客様」と

いう時代があったんですね。

　それからだんだん変わってきて、ホスピタ

リティというのは相手が望んでいるものに、

サービスを変化させていくというパターンな

んですよ。

佐藤　　一方、「サービスはセクシーであれ」という

ことをおっしゃっていますが、これはどうい

う意味ですか？

窪山　　これはですね、いろいろな形がありますが、

相手のことを考えるということです。ぶち壊

しのサービスってありますよね。例えば、レス

トランで二人が語り合っているシーンで、そ

の中にグサっと入ってくるサービス。それは、

やはり少し引いて、相手のリズムを壊さない

ようにすることが大切です。実はレストラン

には食べるために来ている人たちは少なくて、

空間作りの材料として食事にお見えになる方

がいらっしゃるから、主食は空間だと思うの

です。その空間を大事にするためには、そうい

うことを意識することが大切ですね。

藤原　　先ほど社長がサービスではなくてホスピタ

リティだとおっしゃったでしょ。サービスと
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いうのは、どうしても「してやる」という考 え

方になってしまうんですね。ホスピタリティ

というのは「もてなす」、その気 持 ちになって

安らぎを与えるという精神、ホテルというの

は本来そういうものなんですよ。ホテルの上

はホスピタルであるしホスピスであるし、ホ

ストであるし、ホステスである、これはみんな

ホテルから来ているんですよね。これはみん

な癒しなのですよ。修道院から始まっている

んです。

　ですから憩いを人に与える、ということで

押 し付 けがましいものではない「お客 さんの

気持ちになって考える」、それが基本になるわ

けですね。

佐藤　　いろいろとお話を伺って参りましたが、窪

山さんにとっての理想のホテルというのは、

どんなホテルになりますか？

窪山　　お客様にリピートしていただくというか、

その次の段階で、ちょうど昔の香港のペニシ

ュラホテルのように、おじいちゃんの代から

使っていますというような、そういう感じの

ホテルがいいなと思っています。

佐藤　　窪山さんご自身は、これからどうされたい、

というのはありますか？

窪山　　一番大事なことは人作りです。残念ながら

日本には本当の意味でのホテルマンが育って

いないと思います。ところが、日本の伝統やホ

スピタリティの精神は世界に冠たるものだと

思っているんです。ですからなんとしても、本

当の意味で国際的に通用するホテルマンを作

り上 げていきたいというのが夢 でして、そこ

が一番強いですね。

　僕は幸運だったと思います。だからその幸

運をそのまま自分の中に閉じ込めておくとも

ったいないから、それを次の世代につなげて

いけばきっと、小さな貢献ができるんじゃな

いかと思いますね。これが僕の最後の仕事か

なと思っています。

佐藤　　藤原さんは、いろいろなお話を伺っていか

がでしたか？

藤原　　ホテル哲学には非常に感じ入りました。ホ

テル哲学がもっと普遍的な社会への貢献とい

うところに達 せられたと思 うんですよね。だ

から、次代への教育とかメッセージとかそう

いうことにも関 心 をお持 ちなわけですよね。

現実には今、リゾートホテルを運営されてい

ますし、都市型ホテルもこれからまたお作り

になる。その精神は、先ほどの話ではないです

が、ホスピタリティである。ホテル戦争が去っ

て、数の競争・クオンティティの時代ではな

いんですよ。ホスピタリティ・クオリティの

時代なんですよね。それを今、窪山社長は体現

されている。ご成功を祈りたいと思います。

窪山　　がんばります。

佐藤　　どうもありがとうございました。

「HANDSHAKING」はブロードバンドオリジナル番組として

web サイトで配信しています。ぜひご覧下さい。

ht tp : / /www.h i tach i -h r i . com/handshak ing/
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Web 2.0 時代の企業内コミュニケーション基盤実証実験
〜企業イントラネットへの SNS の導入〜

知識情報システムグループ
主管研究員
佐 藤  尚 彦

　Web 2.0 時代の新サービスとして、blog、SNS

（Social Networking Service）、wiki などのユ ー ザ

参加型の CGM（Consumer Generated Media）が大

きな影響力を持ちはじめている。特に 2006 年以

降、mixi、YouTube、wikipedia などの一 般 向 けの

Webサービスが急速に普及し社会的に大きな影

響を与えている。

　とりわけ SNS は、Web 上で新たな人間関係を

構築し、人脈の維持および拡大を容易にすると

ともに、それらのネットワーク（人脈）を通じて

情報の流通や交流ができるサービスである。日

本で最大の SNS である mixi は 20 歳代前半の 3

人に 1 人が加入するほど、若年層にとっては実

生活に不可欠な IT インフラになっている。その

効果や影響力に着目して、企業が新しい企業内

コミュニケーション基盤として SNS を活用し

ようとする動きが広まっている。

　日立総研では、2006 年 12 月末より、日立グル

ープ全体を対象としたイントラネット内の SNS

（以下、イントラ SNS とする）の実証実験を行っ

ている。実証実験開始後約3カ月を経過した4月

時点の加入者は3,000名を超え、日立製作所をは

じめ日立グループ 50 社以上の社員が加入する

日本国内でも有数の規模のイントラ SNS とな

っている。一般的に SNS を利用するのは、20 歳

代の若年層が中心であるが、本 SNS では 30 歳以

上の加入者が全体の 57% を占め活発に活動し

ていることが大きな特徴である。新事業創出や

Webビジネスを議論するコミュニティや子育て

情報を共有するコミュニティが自発的につくら

れ、組織の壁を超えたコミュニケーションを実

現している。

　約 3 カ月にわたる実証実験の結果を分析する

と、「組織の壁」「職制の壁」「時間の壁」「距離の

壁」を越え、豊富な知的蓄積を持つ日立グループ

の「個人の知」を、SNS によって「組織の知」に変

換することが可能であることが確認できた。さ

らに、イントラ SNS の導入が、コミュニケーシ

ョンの活性化にとどまらず、異なる組織の社員

の交流による創発的な活動を生み出す可能性が

あることも検証できた。

　日立総研では、日立グループ内におけるイン

トラ SNS 導入の実証実験を契機に、既に SNS を

社内に導入している企業との交流も推進してい

る。今後はイントラ SNS に限らず、加速度的に

社会的影響力を強める Web の進化をテーマに

調査研究を継続する予定である。
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湘
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）

株
式
会
社
共
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通
信
社（
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月
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）

日
立
総
合
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画
研
究
所
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術
戦
略
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ル
ー
プ嶋

田
惠
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本
書
は
1
9
9
9
年
に
出
版
さ
れ
ベ
ス
ト
セ
ラ
ー
と
な
っ
た
中
国
語
の
本
の
日
本

語
版
で
あ
る
。21
世
紀
の
到
来
を
直
前
に
控
え
、「
新
し
い
戦
争
」の
出
現
を
予
言
し
た

内
容
で
あ
っ
た
。つ
ま
り
、冷
戦
後
の
本
格
的
な
グ
ロ
ー
バ
ル
化
と
I
T
を
は
じ
め
と

し
た
技
術
革
新
の
進
展
の
中
で「
新
し
い
テ
ロ
リ
ズ
ム
が
21
世
紀
の
初
頭
、人
類
社
会

の
安
全
に
と
っ
て
主
要
な
脅
威
と
な
る
」と
予
言
し
て
い
た
の
で
あ
る
。原
書
は
中
国

の
現
役
将
校
が
執
筆
し
た
こ
と
も
あ
り
、出
版
当
初
か
ら
話
題
と
な
っ
た
が
、果
た
し

て
、2
0
0
1
年
9
月
11
日
に
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
世

界
貿
易
セ
ン
タ
ー
ビ
ル
で
の
同
時
多
発
テ
ロ
が
発

生
し
、結
果
的
に
本
書
の
予
言
は
的
中
し
た
の
で

あ
る
。

　
「
超
限
戦（
ち
ょ
う
げ
ん
せ
ん
）」は
執
筆
者
の
造
語
で
あ
る
。言
葉
の
ご
と
く
意
味

は「（
従
来
の
境
界
線
と
）限
度
を
超
え
た
戦
争
」で
あ
る
。あ
ら
ゆ
る
も
の
が
戦
争
の

手
段
と
な
り
、ま
た
あ
ら
ゆ
る
場
所
が
戦
場
と
な
り
う
る
。と
り
わ
け
、「
非
軍
事
の
戦

争
行
動
」は
超
限
戦
の
コ
ン
セ
プ
ト
を
形
成
す
る
重
要
な
要
素
の
一
つ
で
あ
る
。す
な

わ
ち
、「
見
た
と
こ
ろ
戦
争
と
な
ん
の
関
係
も
な
い
手
段
が
、最
後
に
は『
非
軍
事
の
戦

争
行
動
』に
な
る
」の
で
あ
る
。例
え
ば
、貿
易
戦
争（
国
内
貿
易
法
の
国
際
的
な
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重
要
技
術
の
封
鎖
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済
制
裁
な
ど
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融
戦
争（
ヘ
ッ
ジ
フ
ァ
ン
ド
、通
貨
切
り
下

げ
、金
融
制
裁
な
ど
）、新
テ
ロ
戦
争（
テ
ロ
リ
ス
ト（
個
人
集
団
）と
ハ
イ
テ
ク
技
術

（
バ
イ
オ
、サ
イ
バ
ー
技
術
）の
遭
遇
）、生
態
戦
争（
技
術
を
活
用
し
て
地
球
の
物
理
的

環
境
を
破
壊
）な
ど
は
従
来
の
軍
事
の
範
囲
で
は
な
い
が
、多
大
な
経
済
的
、社
会
的

損
失
を
国
家
に
与
え
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
。ま
た
、戦
争
の
相
手
は
必
ず
し
も
国
家

で
は
な
い
。特
に
伝
統
社
会
の
ル
ー
ル
に
縛
ら
れ
な
い
非
国
家
勢
力
に
対
し
て
、「
一

定
の
ル
ー
ル
に
従
っ
て
行
動
し
、無
限
の
手
段
を
持
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て
い
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が
ら
も
限
度
の
あ
る

戦
争
し
か
で
き
な
い
国
家
は
、戦
闘
開
始
の
前
か

ら
不
利
な
立
場
に
立
た
さ
れ
る
」わ
け
で
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
な
い
わ
ば「
み
え
な
い
相
手
」の
挑
戦

を
受
け
る
国
家
、と
い
う
構
図
は
、環
境
問
題
に
お
け
る
N
P
O
、敵
対
的
買
収
を
実

行
す
る
機
関
投
資
家
、オ
ー
プ
ン
ソ
ー
ス
の
分
野
を
は
じ
め
と
し
た
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ

ン
グ
的
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
登
場
と
い
っ
た
、新
し
い
プ
レ
イ
ヤ
ー
か
ら
の
挑
戦
に

直
面
す
る
グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
の
姿
と
も
重
複
す
る
。も
ち
ろ
ん
、彼
ら
は
テ
ロ
リ
ス
ト

で
は
な
い
。し
か
し
、先
進
国
市
場
で
の
同
業
企
業
間
競
争
を
前
提
と
し
、収
益
最
大

化
を
戦
略
目
標
と
し
て
き
た「
従
来
の
企
業
ル
ー
ル
」と
は
相
い
れ
な
い
プ
レ
イ
ヤ
ー

と
対
峙
す
る
今
、「
超
限
戦
」の
時
代
に
国
家
が
向
か
う
方
向
性
は
、戦
略
上
の
転
換
が

求
め
ら
れ
る
企
業
に
と
っ
て
有
益
な
参
考
情
報
に
な
る
と
評
者
は
考
え
る
。
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本
書
で
は
さ
ら
に
、「
超
限
戦
」で
勝
つ
た
め
の
条
件
に
つ
い
て
い
く
つ
か
の
要
素

を
述
べ
て
い
る
。そ
の
う
ち
の
一
つ
に「
超
限
組
み
合
せ
戦
」が
挙
げ
ら
れ
る
。こ
れ
は

従
来
の
枠
組
み
に
と
ら
わ
れ
な
い
、①
国
家
の
組
み
合
せ（
国
家
の
枠
組
み
を
超
え
た

超
国
家
組
織（
国
連
、A
S
E
A
N
な
ど
）、非
国
家
組
織
な
ど
と
連
携
し
て
問
題
を
解

決
）、②
手
段
の
組
み
合
せ（
非
軍
事
的
手
段（
金
融
、メ
デ
ィ
ア
、政
治
、外
交
な
ど
）の

活
用
も
視
野
）、③
領
域
の
組
み
合
せ（
地
域
、空
間
、分
野
）、④
段
階
の
組
み
合
せ（
戦

術
か
ら
戦
策
ま
で
）を
状
況
に
応
じ
て
有
機
的
に
連
携
し
て
既
定
の
目
標
を
実
現
す

る
こ
と
の
重
要
性
を
述
べ
て
い
る
。国
家
を
企
業
に
、手
段
を
経
営
機
能
に
、領
域
を

ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
に
置
き
換
え
て
み
れ
ば
、企
業
が
新
し
い
グ
ロ
ー
バ
ル
時
代
に
挑

戦
し
て
い
く
た
め
の
戦
略
、事
業
体
制
を
考
え
る
上
で
示
唆
に
富
ん
だ
内
容
に
な
ろ

う
。

　

監
修
者
、訳
者
に
よ
れ
ば
本
書
は
原
文
に
で
き
る
だ
け
忠
実
に
翻
訳
し
た
と
の
こ

と
で
あ
る
が
、そ
の
こ
と
が
か
え
っ
て
回
り
く
ど
い
記
述
や
中
国
語
特
有
の
分
か
り

に
く
い
言
い
回
し
に
つ
な
が
っ
た
の
で
は
な
い
か
と
評
者
は
推
測
す
る
。結
論
を
急

ぐ
性
格
の
読
者
に
は
多
少
忍
耐
を
要
す
る
か
も
し
れ
な
い
が
、幅
広
い
資
料
、文
献
調

査
に
裏
打
ち
さ
れ
た
冷
戦
後
の
米
国
軍
事
戦
略
に
関
す
る
冷
静
な
分
析
、綿
密
な
論

理
展
開
は
一
読
に
値
す
る
と
考
え
る
。
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